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令 和 元 年 1 2 月 ４ 日 （ 水 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（39名）

（ ）１番 日 髙 利 夫 東諸の未来を考える会

（ ）２番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）６番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）７番 山 下 寿 同

（ ）８番 窪 薗 辰 也 同

（ ）９番 脇 谷 のりこ 同

（ ）10番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）11番 安 田 厚 生 同

（ ）12番 内 田 理 佐 同

（ ）13番 丸 山 裕次郎 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）16番 前屋敷 恵 美

（ ）17番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）18番 髙 橋 透 同

（ ）19番 中 野 一 則 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 濵 砂 守 同

（ ）22番 西 村 賢 同

（ ）23番 外 山 衛 同

（ ）24番 日 高 博 之 同

（ ）25番 野 﨑 幸 士 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 二 見 康 之 同

（ ）34番 原 正 三 同蓬

（ ）35番 右 松 隆 央 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 井 本 英 雄 同

（ ）38番 徳 重 忠 夫 同

（ ）39番 山 下 博 三 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 郡 司 行 敏

副 知 事 鎌 原 宜 文

総 合 政 策 部 長 渡 邊 浩 司

総 務 部 長 武 田 宗 仁

危 機 管 理 統 括 監 藪 田 亨

福 祉 保 健 部 長 渡 辺 善 敬

環 境 森 林 部 長 佐 野 詔 藏

商工観光労働部長 井 手 義 哉

農 政 水 産 部 長 坊 薗 正 恒

県 土 整 備 部 長 瀬戸長 秀 美

会 計 管 理 者 大 西 祐 二

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

総務部参事兼財政課長 吉 村 達 也

教 育 長 日 隈 俊 郎

警 察 本 部 長 阿 部 文 彦

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人事委員会事務局長 村 久 人

事務局職員出席者

事 務 局 長 片 寄 元 道

事 務 局 次 長 和 田 括 伸

議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 補 佐 鬼 川 真 治

議 事 担 当 主 幹 山 口 修 三

議 事 課 主 査 井 尻 隆 太

議 事 課 主 任 主 事 三 倉 潤 也
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○丸山裕次郎議長

ます。

本日の日程は、一般質問、人事案件の採決及

び議案の委員会付託であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、井

上紀代子議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○井上紀代子議員

ございます。県民の声、井上紀代子です。通告

に従い一般質問を行います。

平成26年に日本創成会議が発表した「ストッ

プ少子化・地方元気戦略」、いわゆる増田レ

ポートには、「地方はこのまま推移すると、多

くの地域が将来消滅するおそれがある」との

ショッキングな将来認識が述べられており、人

口減少が我が国全体の問題として捉えられる

きっかけとなりました。

国では、人口減少問題に対応するため、地方

創生のための戦略や組織、予算の枠組みなどが

つくられ、地方においても、少子化対策や仕事

の場づくり、地域の活性化等々、さまざまな取

り組みが進められています。

我が県では、平成23年に策定した県総合計画

「未来みやざき創造プラン」において、人口減

少の問題を正面から捉えるとともに、中山間地

域振興条例を制定し、条件不利地域の対策にも

取り組んできました。

国全体の人口減少の大きな要因である少子化

問題に対して、子供を産み育てやすい環境を整

え出生率を上げる、また、東京一極集中を是正

し、地方における社会減を抑制するため企業の

地方移転を促したり、移住やＵＩＪターンに力

を入れるということが取り組まれました。

こうした取り組みの結果、我が県の合計特殊

出生率は、平成17年の1.48から平成29年に

は1.73となり、高卒者の県内就職率も、少しず

つではありますが上昇しています。また、移住

世帯数を見ても、平成26年度は64世帯でした

が、昨年度は471世帯に増加しています。こうし

た取り組みと結果に対し、一定の評価はすべき

でありますが、一方で、これで十分なんだろう

かとの思いを拭い切れずにいます。あの増田レ

ポートが「このまま推移すると」とした将来像

を、これで本当に変えられるのかという疑問で

す。

30億円の人口減少対策基金をつくられた知事

の本気度は受けとめています。その上で、人口

減少の流れを変えるためには、これまでと違っ

た発想が必要であり、その動き出しをスタート

させるための基金であってほしいと願っていま

す。

現状では、我が国の人口が長期的に減少して

いくことはほぼ間違いないと言えます。そう考

えたときに、私たちが直面している人口減少問

題に対しては、２つの視点が必要であると思っ

ています。

１つ目は人口減少の流れを変えること、２つ

目は人口減少に応じた地域社会をつくることで

す。

そこで、知事にお尋ねいたします。

我が県の人口減少の背景には、自然減と社会

減が同時に進行している状況があります。出生

率や出生数の向上、若者の県内定着などにより

流れを変える必要があります。どう取り組まれ

るかお尋ねいたします。

長期的に人口減少が続く見通しの中では、特

に中山間地域は大きく変わっていかざるを得ま

せん。人口が半減すると推計されている市町村

は、どうやって地域社会や経済を守っていくの
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か、大きな問題を抱えています。これは、県や

市町村だけでなく、多くの知恵を出し合い取り

組まなければならない問題です。また、地域に

よって置かれている現状は違い、どうしたら住

み続けられる地域となるのか、そのイメージが

できていない気がします。住み続けられる地域

をつくっていくためには、それぞれの地域の将

来像を市町村や住民と共有し、課題や施策を明

確にしていくことがまず必要だと思います。

知事はどのように取り組んでいかれるのか伺

います。

壇上の質問は以上とし、以下の質問は質問者

席にて行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。

お答えします。まず、宮崎の将来像について

であります。

人口減少や人口構造の変化が急速に進む中、

人口減少をできる限り抑制するとともに、誰も

がそれぞれの地域で暮らし続けることができ、

多様な豊かさを実感できるふるさとを構築して

いくこと、いわば「安心と希望を育む宮崎の新

時代」を実現することが、今、私に課せられた

最重要課題であると考えております。

このため、県総合計画アクションプランにお

きましては、こうした将来像に向かって、人口

問題対応や生涯健康・活躍社会など、今後取り

組むべき５つの重点施策を掲げるとともに、人

口減少対策を強力に推進するための基金も設置

したところであります。

今後とも、市町村や民間との十分な連携のも

と、私が先頭に立って、「持続可能な宮崎の土

台づくり」に全力を傾けてまいりたいと考えて

おります。

次に、住み続けられる地域社会づくりについ

てであります。

御指摘のとおり、市町村によって置かれてい

る状況や取り組むべき課題はさまざまでありま

す。例えば中山間地域では、交通や買い物、福

祉サービス等の日常生活に必要な機能の維持・

確保が重要になってまいります。また、都市部

では、産業振興による雇用の受け皿づくりや大

学や病院など、広域的な観点からの都市機能の

充実などが必要になると考えております。

このため、ことし７月に、実務レベルでの

「人口問題対策研究会」を設置し、県と市町村

で地域課題を共有するとともに、県外の若者に

企業情報を届ける仕組みづくりや、中山間地域

における第１次産業に就業しやすい仕組みづく

りなどに取り組むこととしているところであり

ます。

私は、若者が「宮崎で暮らし、働き、そし

て、子供を産み育てたい」と思える魅力的な地

域をつくることが何よりも大切だと考えており

ます。そのためにも、市町村や県民の皆様との

意見交換などを通じて、地域の将来像を共有し

ながら、市町村ごとの実情を踏まえた持続可能

な地域づくりにしっかりと取り組んでまいりた

いと考えております。以上であります。〔降

壇〕

知事が今議会の中で、この○井上紀代子議員

問題に対する道筋をつけたいとおっしゃったこ

とは、大変重要と受けとめておりますので、今

後とも積極的な取り組みをお願いいたします。

次に、住み続けられる地域の切実な問題とし

て、今向き合わなければならないのは、医療・

介護の問題だと思っています。特に山間部で

は、地理的条件から、訪問看護や介護、サービ

スなどが行き届きにくい。難しい問題だとはわ

かっていますが、住み続けるための環境を確保
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するためには、完全ではないとしても、解決の

方法を探る必要があると思います。

どのような方向性をもって進めようとされて

いるのか、福祉保健部長にお尋ねいたします。

中山間地域に○福祉保健部長（渡辺善敬君）

住み続けられる医療や介護の確保は、人口減少

対策の観点からも大変重要な課題です。その置

かれた環境を踏まえて、医療と介護の連携した

持続可能な体制としていく必要があると考えて

おります。

医療面では、公立病院等を中心としまして、

総合診療機能、救急医療、人材確保の取り組み

をさらに推進することとしております。例え

ば、キャリア形成プログラムによる医師の派遣

調整などを着実に行ってまいります。

介護面では、特別養護老人ホーム等を中心と

した介護や認知症の予防、居宅サービスの提

供、人材確保の取り組みをさらに推進すること

としております。例えば、ＩＣＴを活用した地

域ケア会議への技術的助言や労働環境の改善な

どを充実してまいります。

今後とも、宮崎大学や関係機関、市町村と十

分連携し、持続可能な医療・介護体制の構築に

向けて取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

住み続けられる地域をつく○井上紀代子議員

るということなんですよね。ですから、市町村

の皆さんとは、ある意味では市町村にとって耳

の痛いこともやっていかなければいけない可能

性が高いと思います。まずは、医師のスキル

アップをするためにはどうしたらいいか。働き

方改革をどう乗り越えていくのかという問題が

まだまだあると思いますので、十分に地域とい

う考え方をしっかりとしていただいて、そこに

医療・介護・福祉がきちんとあるようにしてい

ただきたいと思います。要望しておきたいと思

います。

次に、人口が半減すると推計されている市町

村においては、１次産業の就業割合が高くなっ

ています。就業者の４割を１次産業が占めてい

るところもあります。このことを考えると、地

域の産業振興だけでなく、人口の観点からも就

業者の確保は必要だと思います。

一方、中山間地域の新規就業者の確保はなか

なか難しいとも言えます。どのように取り組ん

でいかれるのか、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

中山間地域に○農政水産部長（坊薗正恒君）

おいては、農業でしっかり所得を上げ、安心し

て農業を続けられることが、その地域に住み続

け、さらには新たな就農者を確保していく上で

も大変重要であると考えております。

県内では、西米良村のユズや肉用牛生産団地

のような担い手を集約する取り組みや、日之影

アグリファームのような農作業受委託による地

域農業を支える取り組み、美郷町でのクリの付

加価値向上を図る６次産業化の取り組みなど、

地域の状況に応じた多様な農業が展開されてお

ります。

このような中山間地域の特徴を生かした儲か

る農業を展開していくため、県としましては、

市町村等と連携して、技術習得から就農、定着

までをパッケージ化して支援するなど、安心し

て農業ができる環境の整備を進め、地域内外か

らの就農者確保につなげてまいりたいと考えて

おります。

やっぱり頭の切りかえも必○井上紀代子議員

要だと思うんですよね。11月24日にシーガイア

で、「健康の未来」というセミナーが行われま

した。そこに来られていた全国のお医者さんが

- 238 -



令和元年12月４日(水)

一様におっしゃったことは、「人間の体は食べ

た物によってつくられている」と。ということ

は、私どもの宮崎県のように、安心・安全な物

をつくり続けていく地域にとってみると、「こ

れからの健康と未来については、私どもに任せ

ていただきたい」と言える地域ではないでしょ

うか。ですから、今からつくっていくものにつ

いては、先ほど出ましたように、儲かる農業で

あると同時に、健康や機能性食品も含めてそう

ですけれども、我が宮崎県は非常に立ち位置が

いいと言わざるを得ない。人口減少にストップ

をかけるために、人に入り込んでいただく。こ

こで大丈夫だと言える地域になる可能性は非常

に高いのではないかと思います。ぜひ頑張って

いただきたいと思います。

次に、林業担い手の育成についてお伺いいた

します。

本県は、全国に先駆けて森林資源が充実し、

伐採等の林業生産活動が拡大し、杉丸太の生産

量は、平成３年から28年連続で日本一です。将

来の森林資源の確保、林業の持続的発展、山間

地域の経済の活性化を図るためには、新たな森

林資源を造成する必要があります。一方で、安

定傾向にはあるものの、依然として厳しい水準

にある木材価格や人口減少の進行等に伴い、林

業経営は厳しく、林業担い手は減少していま

す。

課題として、伐採作業等は、担い手が減少し

ても高性能林業機械等によって、ある程度維持

することはできますが、再造林や下刈り等の森

林整備は、伐採のように機械化は進んでいませ

ん。

このため、特に森林整備等の作業の効率化と

林業担い手の確保が重要です。中でも担い手の

確保は、中山間地域の維持等に直結し、最重要

課題です。担い手を確保する上では、まず何よ

りも、担い手を育成する林業教育の充実が重要

と考えます。

農業や林業などの産業に従事する人材教育に

おいて、高等学校の占める力は大きいと言えま

す。林業についていえば、かつて農業高校に

あった林業科が全て廃止され、授業の１科目と

して学べる程度になっています。

本県は今年度、林業大学校を開講しました

が、熊本、大分などの隣県は、高校に林業科を

持ちながら、さらに林業大学校やアカデミーを

設置されています。すぐれた林業担い手を育成

するためには、まず高校で林業の基礎を学び、

そして職業として林業を選択する生徒が、さら

に林業大学校で実践的で高度な林業技術を学ぶ

必要があると考えられます。

そこで教育長に、高校における林業教育の必

要性について、お考えをお伺いします。

現在、地球規模での○教育長（日隈俊郎君）

環境変化が問題となる中、森林が果たす役割の

重要性が高まっております。県土の多くを森林

が占める本県におきましても、森林の保全や林

業従事者の育成等が大きな課題となっておりま

す。

県内の農業系高校におきましては、基礎科目

「農業と環境」の中で、森林の持つ多面的機能

について学習しておりまして、特に林業が盛ん

な地域にあります門川高校では、より専門的な

学習として、演習林実習や林業機械研修などを

実施することで、後継者育成につながる取り組

みも行っているところであります。

県内の林業科というのは少○井上紀代子議員

なくなっているわけですけど、今後、県内の高

校に再び林業科を設置するお考えはないのか、

お伺いいたします。
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林業に関する学科に○教育長（日隈俊郎君）

つきましては、生徒数や入学希望者の大幅な減

少など、状況の変化に伴いまして、平成23年３

月末で閉校いたしました日南農林高校を最後

に、林業に関する学科は設置しておりません。

そのため、新たに林業に関する学科を単独で設

置することは難しいと考えております。

しかしながら、林業に関する学びについて

は、門川高校に林業を専攻するコースを設置し

ており、高千穂高校、日南振徳高校では、林業

の科目を選択できるようにしております。

近年、林業界からの人材育成の要望も高まり

つつある状況でございますので、今後とも、地

域や関係部署と一層の連携を図り、林業の教育

に生かしてまいりたいと考えております。

全国には、森林・林業に関○井上紀代子議員

する科目・コース設置校というのが72校ありま

す。日本一の林業県である我が県は、日本一の

林業教育県でもあるベきだと私は思っておりま

すので、再考をお願いしたいと思っておりま

す。

次に、今年度、みやざき林業大学校が開講

し、常任委員会の現地調査で、林業大学校生と

の意見交換をさせていただきました。現在、定

員15名を超える21名の受講生が入校し、18歳か

ら52歳までの幅広い年齢層が学んでいます。

林業大学校生の中には、県外出身者も修学さ

れており、そのような生徒は卒業後、我が県内

の林業関係事業体に就職し、林業担い手になる

ことが期待できます。

全国には１府17県に、アカデミーが５校、大

学校が13校あります。

そこで、環境森林部長に、他県の林業大学校

と比較して、我が宮崎県の林業大学校の特色に

ついてお伺いをいたします。

本県の林業大○環境森林部長（佐野詔藏君）

学校は、全国の林業大学校の中では最多となり

ます16の資格取得が可能であることに加えまし

て、充実した実習による高度な技術の習得や、

ＩＣＴを活用した最新技術などの研修を取り入

れております。

また、名誉校長として、株式会社内田洋行の

大久保社長に就任いただいておりまして、特別

講義や研修へのアドバイスにより、山村と都市

との交流やグローバル化など、受講生の世界観

が広がる研修内容となっております。

さらに、美郷町の御田祭などへの参加によ

り、郷土愛の醸成を図りますとともに、サポー

トチームとの連携によります就職先のあっせん

など、全国にも誇れる研修内容や支援体制と

なっていると考えております。

国立の大学校とかそういう○井上紀代子議員

ところで、九州内で言っても、福岡の九州大学

だとか宮崎大学、鹿児島大学、それから大きな

大学とかで連携できるようになっているんです

ね。森林林業に関する学科とか科目数を持って

いる大学です。だから、そことの連携もとって

いただけるようにお願いしたいと思っていま

す。

次に、今後、減少傾向にある林業担い手を安

定的に確保する上では、５年、10年と継続して

安定的に林業大学校生を確保していくことが極

めて重要だと思いますが、その取り組み状況に

ついて、環境森林部長にお尋ねいたします。

県では、受講○環境森林部長（佐野詔藏君）

生を確保するために、ホームページや新聞、ポ

スター等による情報発信のほか、県内外におけ

る林業就業相談会の実施や移住相談会への参加

などにより、募集内容の周知に努めているとこ

ろであります。
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また、県内全ての高校の進路指導担当教員を

訪問しまして、生徒の進路の一つとして林業大

学校を選択してもらえるよう、説明を行います

とともに、オープンキャンパスを開催し、林業

に就業している若者との意見交換や、林業機械

の操作体験などの募集活動にも取り組んでいる

ところであります。

今後も、このような取り組みを継続しますと

ともに、市町村や林業関係団体、民間企業な

ど85者から成るサポートチームと連携して、林

業や林業大学校の魅力を発信しまして、安定的

な受講生の確保に努めてまいりたいと考えてお

ります。

やはり職員の方々の取り組○井上紀代子議員

みの結果だというふうに思います。高校の進路

指導担当教員を全部訪問されたというのは、大

変すばらしいことだと思います。

今年度の選考試験では多くのいい結果が出て

いますので、これはすごく大切にしながら着々

と、走り出したばっかりですので、定着させて

いっていただけるようにお願いをしておきたい

と思います。

また、より魅力ある林業大学校にしていくた

めに、どのような取り組みをされていくのか、

環境森林部長にお尋ねいたします。

林業大学校で○環境森林部長（佐野詔藏君）

は、本年度、当初の研修計画に加えまして、延

岡市で開催されました林野庁長官の講演等への

参加や、志布志港における海外輸出の現地研修

など、柔軟に研修内容の充実を行ってきたとこ

ろであります。さらに、受講生からの要望やサ

ポートチームからのアドバイス、来年度、女性

の受講が予定されていることなども踏まえまし

て、さまざまな視点から、研修内容や研修環境

の改善にも取り組むことといたしております。

今後とも、これらの取り組みを積み重ねなが

ら、林業大学校から社会に出て活躍できる人材

を輩出し、みやざき林業大学校が、林業界だけ

でなく、社会的にも評価されるよう、関係者一

丸となって取り組んでまいります。

今いただいた、そのような○井上紀代子議員

視点からすると、もう少し思い切った対策とか

カリキュラムを検討してはどうでしょうか。若

く、感性の豊かな大学校生が、外の世界を見て

大きな刺激を受けることなど、学ぶ上で極めて

大切なことだと考えます。例えば、私も行った

ことのあるオーストリア等の世界で最も林業の

進んだ地域を学ぶ海外研修などを行うのもよい

かと考えます。

今年度、森林環境税も国から譲与されます

が、林業施策としては、担い手、人材の育成が

最も重要であることは申し上げたとおりです。

海外研修は一例にすぎませんが、このような事

例を含め、「人づくり」に思い切って大胆に投

資すべきだと考えます。

林業を担う人材育成のために、今後どのよう

に取り組んでいかれるのか、知事の思いを伺い

たいと思います。

本県は、先人のたゆま○知事（河野俊嗣君）

ぬ努力によりまして、豊富な森林資源が造成さ

れ、全国屈指の林業県となっているところであ

ります。これからの林業をさらに発展させるた

めには、ただいま、るる御指摘がありましたよ

うな、林業への情熱にあふれ、確かな技術力を

備えた人材の確保・育成が大変重要であると考

えております。

このため、みやざき林業大学校におきまし

て、今、いろんな御提案をいただいたところで

ありますが、さらにカリキュラムに工夫を凝ら

しながら、実践的な技術を備えた即戦力となる
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人材を育成するとともに、宮崎県林業担い手対

策基金により、就労環境の改善や女性の林業へ

の参入促進、高校生へのキャリア教育、さらに

は、国の「緑の雇用」事業を活用した新規就業

者の技術向上などにも取り組んできたところで

あります。

今後とも、こうした取り組みを積極的に展開

するとともに、ＩＣＴ等先端技術の活用など、

魅力ある林業の姿を示しながら、林業大学校を

中心として、将来、本県に定着して、林業を牽

引する担い手を確保・育成してまいりたいと考

えております。

どうぞよろしくお願いいた○井上紀代子議員

します。人口減少対策には、林業対策というの

は本当に欠かせない、人材確保というのは欠か

せないものですから、よろしくお願いしておき

ます。

次に、農政問題についてお伺いいたします。

ことしの８月には台風８号が宮崎に上陸し、

２人がけがをされ、住宅浸水の被害も出まし

た。その後の９月の台風15号では、関東・東北

を中心とした農林水産業で523億円の被害が、10

月の19号では、同様に2,639億円の被害が発生し

ています。

被災された方々には、心からお悔やみ申し上

げます。そしてまた、復興・復旧に向けた取り

組みを微力ながら支援してまいりたいと考えて

おります。

さて、このような強い台風の接近の理由の一

つに、高い海水温度が原因と報道されており、

高い海水温度の原因には、地球温暖化があると

言われています。

日本が大きな台風に見舞われているときに、

国連では、各国の首脳が地球温暖化を討議する

「気候行動サミット」が開催されていました。

あのスウェーデンの高校生、グレタ・トゥーン

ベリさんが招待され、スピーチで「Ｈｏｗ ｄ

ａｒｅ ｙｏｕ（よくもそんなことを）」と激

しく怒りをぶつけた報道を覚えていらっしゃる

方も多いと思います。

2050年に温室効果ガスの排出をゼロにするパ

リ協定は、来年発動することになっており、国

連の事務総長は、「何もしないことによる損失

が最も大きい」と、各国に呼びかけられており

ます。

そこでまず、地球温暖化が本県の農水産業に

どのような影響を及ぼしており、本県はどのよ

うな対策を講じていこうとしているのか、郡司

副知事にお伺いいたします。

気象庁によります○副知事（郡司行敏君）

と、日本の平均気温はここ100年で約1.2度上昇

し、御指摘のように、地球温暖化が原因とされ

るさまざまな影響があらわれてきております。

本県の農水産業におきましても、農業分野で

は農作物の収量・品質低下や、今議会でも出て

おります新奇病害虫の発生、畜産分野では暑熱

ストレスによる生産性の低下、水産分野では魚

のとれる時期や魚種の変化など影響が顕在化し

ており、また近年、激甚化・頻発化する災害へ

の備えも待ったなしの課題であると認識をして

いるところであります。

このような中、県といたしましては、気象予

測や生産施設等の強靱化、畜舎の暑熱対策、漁

船の省エネ対策など、地球温暖化に対応した新

たな技術の開発・普及に積極的に取り組んでい

るところであります。加えて、地球温暖化をこ

れ以上進展させないため、例えば、施設園芸で

の省エネ対策やローカルエネルギーへの転換な

ど、脱化石燃料に向けた取り組みなども大変重

要になってきていると考えております。
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これらの挑戦は容易なものではございません

けれども、御紹介にあったグレタ・トゥーンベ

リさんのあのスピーチもしっかり胸に刻みつ

つ、本県農水産業の新たなステージに向け、

しっかり取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

本県の農業振興対策は、台○井上紀代子議員

風災害を回避する「防災営農」に特化して進め

られてきたことが、日本の食糧基地の一翼を担

う大産地をつくり上げたと言えます。しかしな

がら、海外からの化石燃料や輸入飼料に頼る施

設園芸や畜産は、地球温暖化の視点から見ます

と、大きな構造的な課題を持っていますし、さ

らに本県の商品を大消費地まで届けるためのエ

ネルギーも必要です。特に、施設園芸を支えて

いる原油価格は平成28年より上昇に転じてお

り、農家経営にも大きな影響を与えていると聞

いています。

そこで、施設園芸の省エネルギー対策をどの

ように進められているのか、農政水産部長にお

伺いをいたします。

議員御指摘の○農政水産部長（坊薗正恒君）

とおり、施設園芸における省エネルギー対策

は、地球温暖化対策として、さらには農業用の

重油価格が高騰する中、コスト削減対策として

も大変重要でございます。

県ではこれまで、農家がみずから取り組める

ハウスや暖房機の保守点検などによる燃油使用

量の節減、保温効果を高める資材やヒートポン

プ等の省エネ資材・設備の導入を推進しており

まして、取り組み農家の過去３年間の10アール

当たりの燃油使用量は、約３割削減されたとこ

ろであります。

県としましては、今後の重油価格の動向が見

通せない中、安定した農家所得を確保するた

め、引き続き省エネ対策を推進するとともに、

飛躍的な収量・品質の向上や、単位収量当たり

の省エネ効果も期待できます環境制御などの新

技術の導入にも努めてまいりたいと考えており

ます。

過去３年間の10アール当た○井上紀代子議員

りの燃油使用量が３割削減というのは、すばら

しい結果を出していらっしゃるなと思います。

次に、畜産関係について伺います。

近年、家畜の疾病対策や悪臭対策等を目的と

して、閉鎖型のウインドーレス畜舎整備が進ん

でいると聞いています。地球温暖化が進む中

で、心配されるのは畜産経営への影響です。

近年、夏の気象変動が激しさを増しており、

体温のコントロール機能が低く、暑さに弱い家

畜への対策は、例えば乳用牛にしましても、暑

熱によるストレスが、乳量の減少や受胎率、発

育の低下など、生産面でのマイナス要因にもな

るでしょうし、ひいては畜産経営にも大きな影

響を与えるのではと思います。

できるだけ家畜に暑熱のストレスを与えな

い、畜舎内の温度管理、環境づくりが大切で

す。省エネに配慮した畜舎での暑熱対策がどの

ように行われているのか、農政水産部長にお伺

いいたします。

議員御指摘の○農政水産部長（坊薗正恒君）

とおり、夏場の暑熱は畜産の生産性への影響が

大きく、その対策は非常に重要であると考えて

おります。

このため、各農場におきましては、屋根への

断熱材の利用や散水、細霧装置によるミスト噴

霧や換気扇による送風など、畜舎内の温度上昇

を抑える工夫が講じられております。

また、県内の酪農家における新たな取り組み

としまして、年間を通して最適な飼養環境を確
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保するために、畜舎内の温度・湿度・風速を自

動で制御する「次世代閉鎖型牛舎」を畜産クラ

スター事業により導入し、乳量や受胎率の向上

を目指す取り組みも始まったところでございま

す。

県としましては、引き続き、畜舎における暑

熱対策を含め、新たな技術等を活用しながら、

畜産の生産性向上の取り組みを推進してまいり

たいと考えております。

次に、高い海水温度の影響○井上紀代子議員

を最も受けているのが水産ではないかと心配し

ております。

水産政策では、省エネ対策として、漁船の小

型化や操業海域の見直し等に取り組んでこられ

たことは承知しています。

そこで、漁船漁業の省エネルギーへの取り組

みについて、どのように進められているのか、

農政水産部長にお伺いいたします。

漁船漁業の省○農政水産部長（坊薗正恒君）

エネルギー化につきましては、国の補助事業な

どを活用して、従来より燃油消費を５％削減で

きる低燃費型エンジンを導入するとともに、水

産試験場が開発した海の天気図によりまして、

漁業者の出漁判断に必要な海況情報を提供し、

燃油消費の低減を推進しているところでありま

す。

その結果、平成28年度からの４年間で、71隻

が低燃費型エンジンへ更新したほか、海況情報

を利用する中型まき網漁業での燃油使用量の削

減効果は、約８％と試算をいたしております。

県としましては、今後も、漁船漁業の省エネ

ルギー化を積極的に推進するとともに、環境の

変化に対応できる強い経営体づくりに努めてま

いりたいと考えております。

環境農林水産常任委員会で○井上紀代子議員

は、スマート農業と新時代の農業担い手の育成

をテーマに、北海道、東京の視察を行いまし

た。人口が減少する中、スマート農業は、労働

力の代替のみならず、篤農技術を継承していく

対策として有効であること、またＩｏＴやＡＩ

等を駆使した作業の効率化や作業精度の向上

は、地球温暖化にも大きく寄与すると確信した

視察でもありました。

しかしながら、これら技術を個々の農家に導

入していくためには、コスト面や機器を使いこ

なしていく技術面でもかなり高いハードルがあ

るのではと懸念をしています。

そこで、県は今後、スマート農業をどのよう

に本県に定着・普及していこうとしているの

か、農政水産部長にお尋ねいたします。

御指摘のとお○農政水産部長（坊薗正恒君）

りスマート農業は、農業生産の効率化や収量・

品質の向上に加え、担い手や労働力不足の解消

や熟練農業者の技術伝承などの観点からも、本

県農業への導入は必要不可欠であると考えてお

ります。

このため、本県が目指すスマート農業の将来

像を示す推進方針を年内に策定し、農業大学校

などを活用したスマート農業を学べる環境の創

出や、ロボットトラクターなどスマート農業に

対応した農地等の集積や基盤整備の推進、ス

マート農業を使いこなせる農業者や指導者の育

成などの取り組みを積極的に進めてまいりま

す。

加えまして、推進方針を農業者、関係者で共

有するため、来年２月には「スマート農業推進

大会」を計画しているところであります。

県といたしましては、大きな可能性を秘めた

このスマート農業を、中山間など条件が厳しい

地域でも普及・定着できるよう、新しい形での
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「儲かる農業」の実現に取り組んでまいりたい

と考えております。

新しい農業の時代を予感さ○井上紀代子議員

せるスマート農業ですが、それを使いこなして

いく人材育成もまた重要な課題であることか

ら、東京では、日本農業経営大学校の話を伺っ

てきました。

この大学校は、経営力を鍛えるために、一流

の講師陣と日本を代表する農業法人や企業での

研修を中心に授業が組み立てられており、まさ

にこれからの農業者を育成するために必要な学

習環境が整備されていました。

本県の農業大学校から２名の学生が進学して

います。人口減少の中、今までと同じことを

やっていては、産地を維持することもできなけ

れば、その売り先さえも縮小していくことにな

ります。

本県の産地を支えてきた担い手を養成する柱

は農業大学校です。

私は、23日土曜日に開催された農大祭に参加

しましたが、学生と地域が一体となった農業の

祭典に、大きなエネルギーをもらいました。２

年前、牛の共進会で出会った小林秀峰高校の女

子学生が農大生となり、楽しそうに肉の販売を

している姿に、大変うれしくなりました。

この数年、農業大学校では、学科の見直しや

学生出資会社の設立、大型農業法人や食品加工

企業との連携など、さまざまな取り組みが進め

られているようですが、委員会調査で伺った際

の学生の説明では、施設面、カリキュラムの質

など、まだまだ満足している様子ではありませ

んでした。

人口減少という大きな課題の中で、変革の時

代を、本県の26市町村がそれぞれの個性を生か

して生き抜いていくためには、それぞれの地域

の農林水産業を牽引していく英知を持った担い

手の育成が不可欠のはずです。

そこで、この変革の時代を支えていく農業・

水産業の若き担い手に求められる資質を、県は

どのように捉え、その資質向上に取り組んでい

こうとされているのか、知事にお伺いいたしま

す。

本県は、先人の御努力○知事（河野俊嗣君）

により、全国第５位の農業産出額を誇る県と

なっております。人口減少を背景として、農業

者の減少が避けられない中、こうした先人の努

力により培われた本県の農業をしっかりと引き

継ぐとともに、本県農業を牽引する経営感覚に

すぐれた人材を育成することは、これまで以上

に重要になると認識しております。

このため、農業大学校を総合研修拠点と位置

づけ、次代を担う学生や意欲の高い農業者を対

象としまして、企業や農業法人から先進的な取

り組みなどを学ぶ授業を行うとともに、スマー

ト農業を最大限に生かすための知識や技術を習

得できる環境づくりに取り組んでいるところで

あります。

また、私みずからが塾長となり５年目を迎え

る「みやざき次世代農業リーダー養成塾」を開

講しまして、全国トップクラスの企業経営者や

農家などによる経営等に特化した講義を行いま

して、みずからの経営ビジョンや理念を語るこ

とのできる農業者を育成し、実際、地域のリー

ダーとして活躍しておられる方も出てきている

ところであります。

今後とも、私が先頭に立って、時代の変化に

対応し、本県農業を託せる人材の育成にしっか

りと取り組んでまいります。

農業大学校は、本県農業の○井上紀代子議員

担い手養成の核です。総合研修拠点としての役
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割が果たせる施設として整備していただくよ

う、要望しておきます。

また、本県の農業・水産業は、さきに紹介し

た「防災営農」施策のように、県が進むべき方

向性をしっかりと示したことで、今日の姿があ

ります。

農政水産部では、農業・水産業の長期計画の

見直しに着手されていると伺っていますが、本

県の農業者や水産業者が進むべき方向をしっか

り示す施策を明確に打ち出していただきますよ

う、要望しておきたいと思います。よろしくお

願いいたします。

次に、危機管理問題につきまして、危機管理

統括監に３点、お伺いをしたいと思います。

実は、熊本県で実際に被災された方にお会い

し、そしてまた、そのことを契機として、千葉

県にまで行ってまいりました。それで、被災者

になったときに一番困っていることは何なのか

ということをつぶさに聞かせていただいたんで

すが、停電や断水が生じた場合、早期復旧に向

けて、県ではどのような対策がとられているの

か、お伺いをしたいと思います。

災害時の停○危機管理統括監（藪田 亨君）

電や断水を復旧させることは、一義的には電気

事業者や水道事業者の役割ではありますけれど

も、長期の停電や断水は、県民生活や経済活動

に大きな影響を及ぼすことから、県としても、

復旧活動が円滑に進むよう、関係機関と平素か

ら連携を図っておくことが必要であると認識し

ております。

停電につきましては、その発生原因箇所に早

く到着するために必要な道路啓開を担う土木事

務所などと九州電力との間で緊急連絡体制を構

築しており、また断水につきましては、九州各

県と協定を締結し、給水車や復旧に必要な職員

の派遣等について必要な事項を定めるなど、早

期復旧に向けた体制を整備しております。

県といたしましては、今後とも他県の取り組

みなども参考に、復旧体制の充実を図ってまい

りたいと考えております。

次に、被災者の方から聞い○井上紀代子議員

た話の中で、非常に衝撃的だったのが、県外か

らの支援物資が被災者に確実に届けられるとい

う状況ではなかったと。被災者になってみて、

それは非常につらいことであったと言われてお

りましたが、県ではどのような対策がとられて

いるのか、お伺いをいたします。

災害発生時○危機管理統括監（藪田 亨君）

における国などからの支援物資につきまして

は、被災地の受け入れ体制の不備などさまざま

な要因により、被災者まで十分に行き届かない

といった問題が指摘をされているところでござ

います。

このため本県では、支援物資の滞留が発生し

ないよう、物資調達に係る計画やマニュアルを

定めまして、県外からの物資を受け入れる広域

物資輸送拠点を県内に５カ所設置するほか、民

間の物流事業者と協定を締結しまして、災害発

生時には、災害対策本部や設置した広域物資輸

送拠点へ物流専門家を配置するなど、市町村が

物資を受け入れる地域内輸送拠点や避難所まで

速やかな輸送ができるよう、体制を整備してい

るところでございます。

また、有事の際、これらが有効に機能するよ

う、県の総合防災訓練などを通じまして検証を

行うほか、物流事業者と意見交換を行うなど、

顔の見える関係の構築にも努めているところで

ございます。

防災訓練の大切さというの○井上紀代子議員

は、こういうところにあらわれていると思うん
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ですよね。どうやったら自分たちが３日間生き

残っていくための物が確保できるのかというこ

となども含めて、日常的な防災の意識というも

のをきちんと持ってもらうためにも、防災訓練

を着実にやっていくことが大変重要だと思いま

すので、地域自治体の皆さんにも、ぜひしっか

りと伝えていただきたいと思います。

私は、熊本の方から聞いた内容で非常に衝撃

を受けたんですが、道の駅が非常に有効だった

そうです。宮崎県は17の道の駅があるんですけ

れども、防災上、道の駅がどのような位置づけ

になっているのか、お伺いしたいと思います。

道の駅は、○危機管理統括監（藪田 亨君）

東日本大震災や熊本地震などの大規模災害発生

時に、避難場所や防災関係機関の活動の拠点と

して活用された事例がございます。

国も、道の駅の基本機能に防災機能を付加し

た施設としての活用を推奨しておりまして、県

内では、一部の市町村が避難場所として、また

国土交通省におきましては緊急災害対策派遣

隊、いわゆるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの集結拠点と

しての活用を予定しております。

県におきましては、防災上の拠点として、市

町村の運動公園などを後方支援拠点に、また、

運送会社の倉庫などを物資の輸送拠点としてお

り、現時点では、道の駅につきまして特段の位

置づけをしておりませんけれども、防災対策を

進める上で有効な施設であると考えられますの

で、関係機関と連携しながら、防災面での活用

方法を研究してまいりたいと考えております。

私は宮崎市に住んでいるも○井上紀代子議員

のですから、先日できました国富町のスマート

インターを非常に狙っているところなんですけ

れども、あそこに一つ、道の駅ができるといい

なというのを狙っておりますので、県土整備部

長、よろしくお願いします。

次に、教育問題についてお尋ねいたします。

萩生田文部科学大臣の大学入試制度改革に伴

う「身の丈に合わせて」発言は、地方の経済実

態や地方と都市の学習環境格差などを考慮しな

い、地方に生活する人々への侮辱であったと考

えております。

この発言に対して、知事はどのようにお考え

なのか、お聞かせいただきたいと思います。

今回の大学入試制度改○知事（河野俊嗣君）

革をめぐる問題についてでありますが、私は、

教育を受ける権利というものが憲法に定められ

た基本的な権利であり、教育のあり方は一人一

人の生き方や幸せに直結し、社会発展の基礎を

つくる大変重要な問題でありますので、地方の

学生にデメリットが生じることがないよう制度

設計を行っていただく必要があると考えており

ます。そして、このことについては、しっかり

と政府に対応していただきたいと考えておりま

す。

言葉というものが、人の心に明かりをともす

こともあれば、悲しみのふちに追いやることも

ある、大変怖いものであるなと改めて感じたと

ころであります。また、今回の大臣の発言を機

に、私自身、みずからの言葉の先にいる人々に

思いをはせることの大切さを改めて感じたとこ

ろでありまして、言葉の力というものをしっか

りと磨いていきたい、そのように考えておりま

す。

地方創生の国の施策の根本○井上紀代子議員

的なところが間違っておられるというふうに思

います。萩生田大臣の発言は、私たちが国を信

頼する気持ちを失わせてしまったという点で

は、大変重要な発言だったと思います。

この発言に対して、教育長はどのようなお考
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えをお持ちでしょうか。

文部科学大臣の発言○教育長（日隈俊郎君）

につきましては、導入が先送りになりました民

間の資格検定試験を活用する大学入試英語成績

提供システムをめぐってのものであり、都市と

地方における教育環境の格差の容認ととれるよ

うな発言であったと認識しております。

英語の民間試験の活用において、例えば本県

の例で申し上げますと、今回予定されておりま

したのは、７つの種類の民間試験がありますけ

れども、県内では２つしか実施される予定では

なかったということ、そして、その２つも受験

会場の十分な確保のめどが立っていなかったと

いうことで、多くの生徒たちは県外の会場まで

移動するということになりますので、時間や交

通費がかかる可能性があるなど、さまざまな負

担が想定されていたところであります。

県教育委員会といたしましては、引き続き情

報収集に努めまして、今後とも、本県の生徒た

ちを第一に考え、地方の受験生が不利にならな

いよう対応してまいりたいと考えております。

知事の発言も、教育長の発○井上紀代子議員

言も、共感するものが多々ありますので、これ

からもその姿勢で頑張っていただきたいと思い

ます。

教育長に、大学入学共通テストの導入に伴う

教育委員会の対応についてお伺いいたします。

大学入学共通テスト○教育長（日隈俊郎君）

は、新学習指導要領に基づきまして、思考力、

判断力、表現力をはかるために、国語、数学に

おいて記述式問題が導入されるなど、新しい問

題作成方針が打ち出されております。

このような状況を踏まえ、県教育委員会とい

たしましては、新たに導入される記述式問題に

対し、適切な準備・対応ができるよう教員の研

修会を実施したり、日々の授業において、生徒

が主体となって考え、表現できる場面を多く取

り入れるよう、各学校に対しまして、授業改善

の指導を行ったりしております。

今後とも、生徒や保護者が安心して受験に臨

めるよう、大学入学共通テストについて、保護

者説明会や三者面談等を通して十分な情報提供

に努めまして、受験生の不安に寄り添った支援

を行うよう指導してまいります。

教育長は御存じだと思うん○井上紀代子議員

ですけど、各市町村から教職員の人材確保と増

員について、多分、意見がいっぱい集まってき

ていると思います。そういう意味で言えば、人

口減少の中で一番重要なポイントになるのは教

育なんですね。教育は、こっちに移り住んでく

ださる方にも魅力ある教育が受けられるという

ことになれば、こっちに来ようとされる方たち

も十分いらっしゃると思うんです。教職員の人

材確保と増員について、まず教育長の見解だけ

お伺いしておきます。

教育の質の確保を図○教育長（日隈俊郎君）

るためには、教職員の人材確保は非常に重要な

問題でございます。

教職員の人材確保につきましては、本県教育

の魅力を効果的にＰＲするため、ＳＮＳの活用

や県内外での説明会の規模を拡大するなど、積

極的な情報発信に努めているところでありま

す。また、教員採用選考試験におきましても、

受験年齢制限の撤廃を行い、また今回、大学推

薦制度の導入など思い切った改善に取り組むこ

ととしております。

次に、教職員の増員につきましては、国への

要望を継続して行う一方、県独自に、特別支援

教育や生徒指導の充実を図るための教員や、ス

クール・サポート・スタッフ、部活動指導員な
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どの配置を進めているところであります。

今後も、教職員が質の高い教育活動に専念で

きる教育環境の整備に努めることで、積極的に

人材の確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。

先ほどの大学入学共通テス○井上紀代子議員

トの問題でもそうなんですけれども、ことしの

３年生だけに影響があるわけではないんですよ

ね。３年生にももちろん影響があって、その次

に受ける生徒にも影響があって、日本は学力社

会というか、どこの学校に行ったかによって負

け組、勝ち組が決まってしまうというような、

国としてもそういう状況ができ上がっているの

は否定できないと思います。ですから、どの大

学に行ったか、その大学に行ってどういうもの

を学んだかによっては、勝ち組になったり負け

組になったりしてしまうわけですね、本人が望

む望まないにかかわらず。ですから、本来は、

教育というのは国全体の中で共通のもの、本当

に必要なものというのがしっかりと子供たちに

手渡されなければいけないと思うんですけれど

も、大変残念ながら、そういうふうになってい

ません。経済格差が地域格差、そして地域格差

が教育との格差にもなるということは、本当に

あってはならないことだと思うんです。教育先

進国だと世界で言われていますノルウェーとか

フィンランドとかアイスランド、スウェーデン

は、子供の学力に対しては国家が保障していま

すよね。無償化です。ですから、いつでも学び

直すこともできれば学ぶこともできるという、

本当に国民全体がすぐれた学力を持つような状

況、環境というのがつくられているわけです。

私どものような地方に住む者にとってみれ

ば、人口減少対策の中で、先ほどもちょっと申

しましたが、どのような教育を受けられるの

か。食べる物も、自然環境も全てが、どなたが

宮崎に来てくださっても、私は十分喜んでいた

だけると思います。と同時に、教育がしっかり

と届けられる状況がないと、なかなか難しい。

そこが、やはり私どもがもうひと踏ん張りしな

ければいけない内容ではないのかなと思いま

す。地域から学校がなくなるということほど、

地域がだめになることはないと思います。地域

のみんなの希望は、そこに子供たちの声があっ

て、学校があって、そこを中心として地域がで

き上がっていくということが大変重要なのでは

ないかなと思うんです。ただ、教育を考えたと

きに、国の制度の中でしか動けないということ

については十分わかるわけですけれども、だか

らこそ今、先生の質も問われると思いますし、

先生の質も問われると同時に、先生の働き方改

革もしなければいけない。多くの課題がある中

で、どう宮崎の教育をつくり上げていくのかと

いうのは、日隈教育長の３年間の教育長として

のあり方の中で、どんな教育をつくっていこう

とされているのか、そこをまず聞かせていただ

きたいと思います。

お話がありましたよ○教育長（日隈俊郎君）

うに、前職で総合政策部を担当しておりました

ので、人口減少社会にあっては、現在進めてい

る地方創生は最も重要な政策課題であると考え

ておりますし、その方策のかなめは、お話にあ

りましたように、人材の育成であろうと考えて

おります。

私は、前回も申し上げましたが、人材こそが

最大の社会資本であるというふうに考えており

ます。したがいまして、次の世代の主役であり

ます子供たちへの投資こそが最も重要であると

いうふうに考えております。

産業政策でずっとこれまで経験しておりまし
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たけれども、「失われた30年」と言われた平成

の時代、アメリカに目を転じますと、よく頭文

字を使って「ＧＡＦＡ」と言われるんですが、

グーグル、アップル、フェイスブック、アマゾ

ン、そして世界一のマイクロソフト、こういっ

た企業の発展によって、アメリカはＧＤＰも３

倍以上に伸びてきている、片や日本は120％程度

と言われております。アメリカは人口も３億人

を超えてきております。アジアでも当然、中国

はアリババ、ファーウェイ、テンセント、そう

いった企業が伸びてきておりますので、ＧＤＰ

も10倍以上にこの30年で伸びてきているという

ような状況です。しかし、これからは、やっぱ

り日本が新しい産業を築いていくべきだろうと

考えております。そのためにも、宮崎、そして

我が国の未来を切り開く若い世代、そういった

人材の育成に力を注いでいく必要があるという

ふうに考えます。

本県においても、みずからの手で未来を切り

開く、気概のあるたくましい人材、高い志を持

ち、豊かな感性と未来を見通す力を持った人

材、地域・郷土を思い、人とつながり、地域を

担い得る人材、そしてグローバルとローカル両

方の視点を持って行動できる人材など、こう

いった子供たちそれぞれの個性を尊重しながら

も、自己実現と地域の未来創生ができ得る人材

の育成に向けて、我々教育委員会はしっかり取

り組んでいく必要があるというふうに考えてお

ります。以上です。

教育のところが、競争か自○井上紀代子議員

己目標か。競争では学力が上がらないというこ

とは、実態としてありますね。自己目標を達成

していくような教育を受けるということには、

教師のレベルが高くないと教育とは言えないよ

うな状況に今なっています。若年学習から生涯

学習の時代に入っていると。だから、世界の中

のスピードについていけるような教育を、地方

にいても受けられるようにしていかなければい

けないというふうに思います。何度でも大学に

戻って勉強できる、そういう国になりたいなと

私自身、思っています。

武田議員からもありましたけど、地方の中で

学校がなくなるということのつらさ、学校がど

うなるのかという不安感というのは、本当に大

きいものがあると思います。いつまでもいつま

でも地域に学校があり、子供たちの声がし、そ

して十分な教育が受けられる、そんな国であり

たいなと思っている次第です。

これから非常に人口減少していく中で、大変

なときではありますが、地域の市町村の皆さん

ともしっかりと話し合っていただいて、「宮崎

県は新しい教育ができる」という教育にしてい

ただけるように要望して、私の質問を終わりた

いと思います。ありがとうございました｡(拍手)

次は、河野哲也議員。○丸山裕次郎議長

〔登壇〕（拍手） 公明党宮崎○河野哲也議員

県議団の河野哲也でございます。最終日の２人

目でございます。質問が重複しているところが

あります。お許しください。

まず、知事の政治姿勢でございます。

延岡竜巻発生から２カ月半がたちました。被

災した地域は、今も屋根を覆うブルーシートが

目につきます。先日の答弁にありましたが、県

は、延岡市と連携して、被災者への支援を進め

ていただいております。ありがとうございま

す。

延岡市は、屋根等修繕緊急支援事業等の独自

の支援策を提示し、今、申請が進んでいます。

市が国の交付金を活用して支援する木造住宅

耐震化促進事業への上乗せ補助の要請に対し、
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県は地方負担分の２分の１を負担すると決めま

した。これで十分ですとは申し上げられません

が、被災者は、いつになればもとの生活へ戻れ

るのだろうかと、不安を抱きながら日々を送っ

ています。どうか落ちつくまで見守っていただ

きたいと思います。

国は、社会保障制度の維持・充実に向け、消

費税率を２段階にわたって引き上げる一方、経

済、国民生活への影響を最小限に抑えるよう、

軽減税率、ポイント還元、プレミアム付商品券

等に取り組み、２カ月が過ぎようとしていま

す。

公明党の主張で、消費税率引き上げに合わせ

て実施された軽減税率、当初、イートインコー

ナーのある店では混乱を心配する声もありまし

たが、実際には、ほとんどの店で大きなトラブ

ルは見られなかったようです。

日経の世論調査によると、10月以降の家計負

担については、支出が変わらないと答えた人

は76％で、軽減税率が一定の効果を発揮したと

見られています。ちなみに「軽減税率」

は、2019年新語・流行語大賞のトップ10に入る

ことができました。

ポイント還元は、扱う店舗が急増し、想定を

上回る現状に、国も予算の追加措置を決定しま

した。１日平均10億分のポイントが消費者に還

元されています。そして、公明党が推進したプ

レミアム付商品券は、自治体によっては医療機

関で利用することができ、子育て世帯からは、

予防接種にも使えて便利との声も上がっている

そうです。

全国的にはこのような状況ですが、知事、特

にプレミアム付商品券に関する本県の現状をお

聞きかせください。

ブランド総合研究所が地域に合った持続的な

開発目標を明らかにしようと行った「地域版Ｓ

ＤＧｓ調査」、47都道府県に住む合計およそ１

万6,000人にアンケートを実施いたしました。住

民が抱える悩みや地域にある社会課題を明らか

にするとともに、現在の幸福度、満足度、定住

意欲度などについても尋ねています。

その中の都道府県幸福度ランキングで、何と

宮崎県が１位と発表されました。私は、素直に

喜び、今後とも発信していきたいと考えます

が、知事の素直な感想をお聞かせください。

以上、壇上からの質問とし、あとは質問席か

ら行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。まず、プレミアム付商品券事業の現状につ

いてであります。

この事業は、消費増税による低所得者と子育

て世帯の消費に与える影響を緩和するととも

に、地域における消費を喚起・下支えすること

を目的として、国の全額補助のもと、全市町村

が実施しております。

本県の現状についてでありますが、11月22日

時点で、商品券の使用可能店舗数は、小売店や

飲食店、医療機関など6,276店舗、商品券換金に

より既に店舗に支払われた金額は、約５億2,000

万円となっているところであります。

次に、「都道府県『幸福度』ランキング」に

ついてであります。

今回、ブランド総合研究所が実施した「都道

府県『幸福度』ランキング」において、本県が

全国１位になりましたことは、大変うれしく、

また誇らしいことだと考えております。

本県にも人口減少、また経済活性化、さまざ

まな課題はあるわけでありますが、住んで暮ら

しやすい、よい宮崎という実感があるわけであ

りまして、それがあらわれたということを感じ
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るとともに、この結果は、総合計画に掲げてお

ります新しい「ゆたかさ」にも通ずるものであ

り、本県の価値や魅力、将来の目指すべき姿を

考える上で参考になるものと考えております。

その上で、今後、幸福度を高めていくために

は、県民の皆様が心豊かに暮らしていくことが

でき、この宮崎に住んでよかった、いつまでも

住み続けたいと実感できるような、安心と希望

が持てる地域づくりに全力で取り組んでいく必

要があると、改めて感じたところであります。

以上であります。〔降壇〕

消費税対策であるプレミアム○河野哲也議員

付商品券については、１回4,000円の５回に分け

て買えることや、対象者の住民税非課税者は申

請が必要であることを周知徹底していただきま

すようお願いします。

幸福度１位については、トップの積極的な発

信をお願いいたします。ただ、支援の谷間にい

る方々への目配りは忘れてはなりません。

このランキングでは、幸福度１位の一方で、

「悩める住民が多い県」として、宮崎は第８位

にランクされています。悩みの要因は、「低収

入・低賃金」です。また、宮崎県は、人工死産

率、離婚率は常に上位にあります。

福祉政策について福祉保健部長にお伺いしま

すが、こうしたことから、例えば、本県はひと

り親世帯が多くあり、さまざまな悩みを抱えて

おられると考えます。ひとり親世帯は、シング

ルマザーとシングルファーザーに分けられま

す。特にシングルマザーの貧困率が高いので

す。その要因は、「正規雇用が少ない」「末っ

子が幼い時点での離婚が多い」「養育費をも

らっていない」でございます。

まずは、本県のひとり親家庭の世帯数と平均

月収について教えてください。

県が５年ごと○福祉保健部長（渡辺善敬君）

に行っております「ひとり親世帯生活実態調

査」の直近の平成29年度の調査結果によります

と、ひとり親家庭の世帯数の推計値は、母子世

帯が１万5,686世帯、父子世帯が1,471世帯で、

合計で１万7,157世帯となっております。

また、平均月収につきましては、母子世帯で

は、10～15万円未満の世帯が最も多く、35.6％

となっており、次いで、15～20万円未満の世帯

が22.7％となっております。父子世帯では、15

～20万円未満の世帯が最も多く、30.3％となっ

ており、次いで、20～25万円未満の世帯が23.8

％となっております。

全国９万8,000人おられる未婚○河野哲也議員

ひとり親世帯は、宮崎において、増加傾向にあ

るのではないでしょうか。未婚の母子世帯の母

親の年間就労収入は平均177万円と言われていま

す。月収に直すと14万7,000円。その上、寡婦控

除が適用されないのでございます。婚姻歴のあ

るひとり親に比べ負担がさらに重い。国も、よ

うやく支援の手を差し伸べようとしています

が、今年度、臨時措置として１万7,500円を来年

１月に児童扶養手当に上乗せすると聞いており

ます。

そこで、未婚のひとり親家庭にもひとしく支

援をと考えますが、県としての支援状況につい

てお伺いします。

婚姻歴の有無○福祉保健部長（渡辺善敬君）

にかかわらず、ひとり親家庭への支援につきま

しては、経済的支援として児童扶養手当の支給

やひとり親家庭医療費の助成のほか、子供の修

学等に要する費用を無利子または低利で貸し付

ける「母子父子寡婦福祉資金事業」等を行って

おります。

また、就業支援として、親が看護師等の養成
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機関に修学する間の生活資金を支給するほか、

就業支援員による就業相談などの事業を行って

いるところであります。

県の支援としては平等だとい○河野哲也議員

うことですね。わかりました。

未婚のシングルマザーの困り事は、貯蓄がで

きない、食事が困る、協力を仰ぎにくいという

点で声が上がっております。ひとり親家庭と

言っても千差万別です。懸命に生きる親子に、

暮らしに目を向けなければいけない。どんな状

況であれ、生まれてきた命と家族を社会が支え

ていくという動きが必要でございます。

質問初日、幼保無償化について、我が会派の

重松議員が、開始後の本県の状況についてただ

しました。「本年４月１日時点の入所児童数に

対する10月１日時点の増加率は、前年とほぼ同

じであったこと、現時点では、大きな混乱もな

いと把握している」との答弁でした。

今、公明党議員は、事業所及び利用者さんか

ら聞き取りを開始しております。幾つかの課題

点が浮かび上がっています。

きょうは１問だけ取り上げますが、園長から

の声でございます。「定員に対する保育士数は

決まっていますが、配置がえと臨機応変に動か

せる保育士さんがいない」と言われます。

そこで、幼児教育・保育の無償化に伴い、保

育士不足を懸念する声が聞かれますが、県内の

保育士確保の取り組み状況をお伺いします。

現在、県内の○福祉保健部長（渡辺善敬君）

保育所等における保育士の配置につきまして

は、施設の認可等の要件である基準は満たして

おりますが、休暇をとりやすい等、余裕を持っ

た人員配置という観点からは十分に確保できて

いる状況にはないと認識をしております。ま

た、無償化の導入により、保育士不足を懸念す

る声があることも承知しております。

このため県では、保育士修学資金の貸し付け

や保育士支援センターの設置等により、保育士

の育成・確保に取り組むとともに、保育士の処

遇改善を図るため、キャリアアップ研修等を実

施しているところであります。

市町村においては、来年４月入所の申し込み

受け付けが順次始まっておりますことから、そ

の動向等についても十分に注視しながら、引き

続き保育士の安定的な確保に努めてまいりま

す。

よろしくお願いします。○河野哲也議員

介護予防の総合事業は、高齢者が住みなれた

地域で暮らし続けられるように、高齢者自身の

能力を最大限に生かし、要介護状態になること

を予防するための仕組みでございます。

自治体への財政的インセンティブとして、高

齢者の自立支援、重度化防止等、介護予防に関

する取り組みを推進する交付金が倍増するとい

うことが報道されました。高齢者の自立した日

常生活の支援、重度化防止には介護予防が重要

でございますが、見解をお伺いいたします。

介護予防につ○福祉保健部長（渡辺善敬君）

きましては、高齢者が要介護状態等になること

の予防、または要介護状態等の軽減や悪化の防

止にとどまらず、高齢者の日常生活の活動を高

め、家庭や社会への参加を促し、それにより一

人一人の生きがいや自己実現のための取り組み

を支援して生活の質の向上を目指す、極めて重

要なものであると認識しております。

県としましては、介護予防の取り組みを推進

することにより、高齢者が住みなれた地域で自

分らしく暮らしていけるよう、市町村はもとよ

り、地域住民の方々や関係団体などと連携・協

力しながら取り組んでまいりたいと考えており
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ます。

市町村では、介護予防とし○河野哲也議員

て、身近な地域で体操などを行う「通いの場」

などの取り組みを行っており、引き続き、効果

的かつ継続的な事業展開を図る必要がありま

す。

事業の旗振り役は市町村ですが、介護事業者

を初め、地域の企業、団体、ＮＰＯ、ボラン

ティア、町会、そして住民などさまざまな立場

の人たちが参画し連携し合うことで、高齢者を

支えていきます。

市町村が取り組む介護予防に対し、県はどの

ような支援を行っているのでしょうか、お伺い

します。

県におきまし○福祉保健部長（渡辺善敬君）

ては、市町村が地域の実情に応じた多様なサー

ビスを展開できるよう、県内外の先進的な取り

組みを行っている自治体から直接、取り組みの

紹介や助言を行う研修会を開催しております。

また、住民みずから運営する介護予防のため

の体操教室等、「通いの場」における取り組み

をより効率的、継続的に行えるよう、リハビリ

テーションの専門職を派遣しまして、技術的助

言を行う取り組みなども行っております。さら

に、派遣される専門職に対する研修を行うな

ど、人材育成にも取り組んでいるところであり

ます。

今後とも、心身機能、活動、参加、それぞれ

にバランスのとれた介護予防の取り組みが推進

されるよう、市町村や関係団体に対し、積極的

に支援してまいりたいと考えております。

東京都東村山市は、先ごろ、○河野哲也議員

高齢者を対象にしたフレイル予防のための会食

サロンを市民サポーターが主体となって開始

し、注目を集めています。東京大学高齢社会総

合研究機構が考案したフレイルチェックと、栄

養摂取や口腔ケアなど食に関する介護予防を組

み合わせた全国初の試みであります。

サポーターが、頰や顎のつぼを手で押して唾

液の分泌を促す「唾液腺マッサージ」を実演

し、実践を呼びかけています。唾液は、飲み込

む力が弱くなる高齢者の助けになると言いま

す。その後、宅配されたできたて弁当が机に並

ぶ。管理栄養士や歯科衛生士などの専門スタッ

フと配食業者が工夫した栄養満点のメニューで

つくられているそうでございます。食後は食べ

残しを確認するシートを記入してもらい、専門

スタッフが栄養面のアドバイスを行います。

このように、全国に先進的なモデルがありま

す。宮崎もモデル的な介護予防が発進できるよ

うに、県の支援をお願いいたします。

農業政策についてお伺いします。

昨年８月に中国において、アジアで初めてＡ

ＳＦ（アフリカ豚コレラ）が確認され、その

後、拡大し、韓国においても11月までに14例確

認されたとの報告がありました。

防護柵の迅速な設置支援が求められますが、

農家の方々の不安解消には十分ではないとの声

があります。

ＡＳＦ等の防疫対策として、空港、港湾等で

の徹底した水際対策が重要でございます。本県

の取り組みについて、農政水産部長にお伺いい

たします。

海外で発生し○農政水産部長（坊薗正恒君）

ていますＡＳＦなどの家畜伝染病を県内で発生

させないためには、議員御指摘のとおり、まず

は、水際での防疫が重要となります。

このため、空港や海外クルーズ船寄港時の靴

底消毒を強化しますとともに、空港では、動物

検疫所による探知犬の出張検査に加え、旅行者
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に対する肉製品等の持ち込み防止の啓発を行っ

ております。

また、国際郵便などによる不正持ち込みがな

いよう、県内に居住する外国人労働者や留学生

等に対して、さまざまな手段により注意喚起も

行っているところであります。

県としましては、先月の全国知事会議の場に

おいて、本県への探知犬の常時配置を含め、地

方空港における水際防疫の充実強化を、知事が

直接国へ要望したところであり、引き続き、Ａ

ＳＦなどを本県に侵入させないよう、緊張感を

持って取り組んでまいります。

ありがとうございます。緊張○河野哲也議員

感を持ってという言葉と、最後の最後までとい

うか、落ちつくまでお願いしたいと思います。

口蹄疫の侵入原因は何だったか。いろんな方面

から手を打ちましたが、はっきりと見つけ切れ

ない。防疫に徹するときに中途半端でやってし

まうと、本当に取り返しがつかない、その不安

感を農家の方々が持っていらっしゃるというこ

とで、お声を代弁して質問させていただきまし

た。

農産品等にかける日米間の関税を撤廃・削減

する日米貿易協定の承認が国会で進んでいま

す。自由貿易が促進されることは認識します

が、本県の農業基盤の整備強化を訴えなければ

なりません。また、発効により影響を受ける農

林水産物の生産減少額は600億～1,100億円にな

るとの政府試算を踏まえて、影響を受ける可能

性のある農家を徹底的に支えるべきでございま

す。

日米貿易協定の合意について、知事が緊急要

請を行った際の国の反応についてお伺いいたし

ます。

日米貿易協定につきま○知事（河野俊嗣君）

しては、先月15日、私が直接、農林水産省を訪

問しまして、協定発効後の影響の継続的な検証

や、万全な対策の実施と本県への重点配分など

について緊急要請を行ったところであります。

対応していただいたのは、河野義博政務官で

あります。福岡の御出身で、本県をたびたび訪

れていただいております。江藤大臣のもとで政

務官を務めていただいており、その実情をよく

御存じでありますので、大変心強く思ったとこ

ろでありまして、この緊急要請の際には、本県

農業者や関連産業など、現場の不安感を共有し

ていただくとともに、「現在、国で改定作業を

行っている「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」

に基づき、生産基盤の強化や補正予算の確保な

ど、将来に希望が持てる万全の対策を講じてい

きたい」と、大変心強い発言をいただいたとこ

ろであります。

県としましては、国際化の大きな流れにあっ

ても、生産者が夢と希望を持って農業経営に邁

進できるよう、本県農畜産業の競争力強化に、

今後ともしっかり取り組んでまいります。

私も、河野義博政務官にお礼○河野哲也議員

の電話をさせていただきました。「しっかり対

応します」との返事をいただきました。

日中両政府は11月25日、現在禁止されている

日本産牛肉の対中輸出再開の前提となる「動物

衛生検疫協定」を交わしました。今回の署名

は、中国への輸出解禁に向けた重要なステップ

になります。早期実現に向けて、本県も動くべ

きであると考えます。

県内の畜産関係者は、中国への牛肉輸出再開

に期待をしていると聞いておりますが、県とし

ては積極的に進めるのか、農政水産部長にお伺

いいたします。

近年、中国で○農政水産部長（坊薗正恒君）

- 255 -



令和元年12月４日(水)

は牛肉の消費が急速に伸びておりまして、昨年

は、米国を抜いて世界最大の牛肉輸入国となり

ましたことから、日本にとっても有望な輸出相

手国になるものと考えております。

中国に向けました牛肉の輸出再開は、本県で

輸出に取り組む畜産関係者にとりまして、新た

な販路拡大の大きなチャンスになることに加

え、輸出量が増加することは、畜産農家にとり

ましても、所得の安定確保や宮崎牛のさらなる

ブランド価値の向上につながり、大きな励みに

なるものと期待されております。

このように、中国市場への展開は、本県畜産

の発展につながる重要な取り組みでありますの

で、県としましても、情報収集に努めますとと

もに、関係団体等と連携し、積極的に準備を進

めてまいりたいと考えております。

ありがとうございます。よろ○河野哲也議員

しくお願いします。

林業政策について、環境森林部長にお伺いい

たします。

延岡で行われた「ひなたの林業シンポジウ

ム」で、本郷林野庁長官から、「ＳＤＧｓで

は、林業は目標15「陸上資源」に含まれる。人

口が減り続ける山村の現状から考えると、木を

切り出すことを優先することが必要だ。山に入

るお金を大きくし、山村の経済を大きくし、人

が住めるようにしていかないといけない」との

提案がありました。

長官の提案をどう受けとめますか、お伺いい

たします。

収穫期を迎え○環境森林部長（佐野詔藏君）

た森林を伐採して活用していきますことは、木

材の売買や雇用機会等が生まれ、森林所有者を

初め、山村全体の収入増加につながりますこと

から、大変重要であると考えております。

本県では、木質バイオマス発電所や大型製材

工場の稼働等により木材需要が増加し、山村地

域の林業総生産額も増加しておりまして、これ

を将来的に持続していくためにも、伐採後の確

実な再造林を進めることにより、資源を循環利

用していくことが必要であります。

このため、県といたしましては、伐採後すぐ

に植栽する一貫作業や、ＩＣＴ等先端技術の導

入により、伐採や再造林等の省力化、効率化を

進め、「伐って、使って、すぐ植える」循環型

林業を確立し、山村地域での一層の所得確保に

つながるよう取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

また、「持続可能なものにす○河野哲也議員

るために、賢い（スマート）林業に転換し、新

技術を取り入れて省力化、コスト削減などを図

ることが重要だ。日本一の宮崎にそのトップラ

ンナーになってもらいたい」と期待されており

ました。

県はその提案にどう答えるか、お伺いいたし

ます。

本県は、全国○環境森林部長（佐野詔藏君）

に先駆けて森林資源が利用期を迎え、伐採や再

造林等の林業生産活動が盛んに行われる中、林

業先進県であるがゆえに、担い手不足や労働災

害などの課題に直面しておりまして、これらの

課題を解決する上で、スマート林業の実現は大

変重要であると考えております。

このため県では、広範囲の樹木を一度に計測

できる地上レーザ測量や、ドローンを用いた苗

木運搬の実証試験などに取り組んでおります。

また、森林組合等におきましても、現地調査

が不要となる航空レーザ測量や、無線操縦によ

る下刈り機械の実証試験などの取り組みが進め

られております。

- 256 -



令和元年12月４日(水)

県といたしましては、今後とも、市町村を初

め関係機関と連携して、本県に適した技術の早

期実用化やその普及などにも努め、スマート林

業を積極的に推進してまいりたいと考えており

ます。

首里城再建に協力を約束され○河野哲也議員

た河野知事です。ぜひ宮崎の杉、飫肥杉を提供

しましょう。台湾ヒノキは厳しいそうです。率

先して手を挙げてください。

2022年、沖縄本土復帰50年を迎えます。首里

城と一体の中城御殿と御茶屋御殿も含め、琉球

王国の歴史的遺産の再生を沖縄は目指していま

す。よろしくお願いします。

学校のＩＣＴ化について、教育長にお伺いし

ます。

11月14日に、西米良ならではの授業改善を狙

いとしたＩＣＴ活用の研究公開に参加いたしま

した。西米良の村所小学校・西米良中学校の合

同研究でございます。

西米良は、2012年にデジタル教科書を導入

し、ＩＣＴ環境を本格的に整え始めまし

た。2016年にはタブレットを導入、2018年度に

はタブレット１人１台体制となりました。

当日は、小学校３年生の算数を参観いたしま

した。準備に先生方の御苦労はあったにせよ、

子供たちのタブレットへの対応は、スピード感

がありました。学習におくれのある子がいると

聞いていたのですが、間違っている答えは一つ

も出ず、とんとん拍子で授業の深目の問題に

入っていきました。

まず、県内公立小中学校のＩＣＴ整備率につ

いてお伺いいたします。

本県のＩＣＴ整備率○教育長（日隈俊郎君）

につきましては、平成30年度末現在で、教育用

コンピュータ１台当たりの児童生徒数は、小学

校が全国平均6.1人に対しまして、本県は5.9

人、中学校が全国平均5.2人に対しまして、本県

は4.4人と全国平均を上回っておりまして、その

整備状況は年々高まってきている状況にあると

考えております。

佐賀県は、パソコンの普及率○河野哲也議員

は1.8人に１台ですね。これだけ広がるというの

はということで、ちょっと問うてみたいんです

けど、講話では、情報教育の第一人者である東

北大学の堀田達也教授が、「2020年に向け情報

教育も大きく進みます。文部科学省からことし

の６月に出された「新時代の学びを支える先端

技術活用推進方策（最終まとめ）」では、多様

な子供たちを誰一人残すことのない、公正に個

別最適化された学びの実現に向けて、ＩＣＴを

活用するための方向性が示されています」と

語っておりました。

西米良の教育長は、子供たちに地域格差を感

じさせない学習環境で育てようとしているとい

うことを実感させます。「誰一人残すことのな

い」というリーダーの意識で、環境は変えるこ

とができます。

ＩＣＴ整備率を高めるためには、組織のトッ

プの意識が大切だと思いますが、お考えをお伺

いします。

先ほど申し上げまし○教育長（日隈俊郎君）

たが、公立小中学校のＩＣＴの整備率は年々高

まってきておりまして、各市町村のＩＣＴ整備

に向けた意識の高まりを感じているところでご

ざいます。

このような中、お話にありましたとおり、本

年６月に、「学校教育の情報化の推進に関する

法律」が施行されるとともに、先日の報道で

は、全国の小中学校において、令和６年度まで

の５年間をかけまして、１日に１こま程度で、
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１人１台の学習環境の実現を図るという国の方

針が示されたところであります。

県教育委員会といたしましては、この国の動

向を注視しつつ、ＩＣＴ整備のさらなる充実が

図られるよう、市町村に対し、あらゆる機会を

捉えて、積極的に働きかけてまいりたいと考え

ております。

国は大きく動きます。「国の○河野哲也議員

動向を注視しつつ」と答弁にもありましたが、

先ほどの講話をされた堀田教授は、「今回の推

進方策に示された柱は、大きく３つある」と

おっしゃいました。

１つは、遠隔教育の推進による先進的な教育

の推進、２つ目は、教師・学習者を支援する先

端技術の効果的な活用、３つ目は、先端技術の

活用のための環境整備を挙げておられました。

国は前提として、高速ネットワークの敷設を強

力に打ち出すとのことです。

宮崎における学校のＩＣＴ化の目的につい

て、もう一度、確認をしたいと思います。

県教育委員会では、○教育長（日隈俊郎君）

本年６月に策定しました宮崎県教育振興基本計

画におきまして、教育の情報化について、３つ

の目的を掲げております。

まず、必要な情報を主体的に収集・処理し、

わかりやすく発信するなどの児童生徒の情報活

用能力を育成すること、２つ目に、わかりやす

く深まりのある授業を実現するために、教科指

導における効果的なＩＣＴ活用を推進するこ

と、３つ目に、教職員が教育活動に専念できる

環境づくりのために、校務の情報化を推進する

ことであります。

これらの目的に向かいまして、ＩＣＴを活用

した教育の情報化充実の取り組みを進めること

で、教育の質の向上を目指してまいりたいと考

えております。

ここ５年ぐらいで急速に情報○河野哲也議員

化教育は早まると思います。国の本気度が、平

成24年度までの予算にあらわれていると思いま

す。前の計画というのは、22年度までにパソコ

ンは３人に１台配備となっていましたが、国

は22年度までに、５年生から中学生に１人１

台、24年度までには１年生から４年生に１人１

台を実現するとしています。それだけでなく、

インターネット環境も整備費を半額助成すると

いう、大変思い切ったというか、スピード感の

ある情報化教育を整えようとしていると。

宮崎だからこそ、西米良の教育長の積極的な

発言というか、堀田教授が西米良に来られて、

全国に発信するようなお話をされたんです。西

米良でもそういう話が聞ける。先ほど言いまし

たけど、意識のあるリーダーがそうやって引っ

張ってくる、そうやって整える、それでこれだ

け変わるんだなということを実感したところで

ございますので、どうかよろしくお願いしま

す。

警察行政について、警察本部長にお伺いいた

します。

県内で、65歳以上の運転者による人身事故

は、昨年1,920件発生し、全体に占める割合

は、2014年度比4.2ポイント増の25.8％で過去最

高となりました。

安全運転相談の全国共通ダイヤル＃8080（は

ればれ）が11月22日より利用できると、新聞報

道がありました。運転適性相談は、従来どおり

多くの相談が寄せられているそうですが、今

回、＃8080が開設され、その直後に３件の相談

が寄せられたと聞きました。

＃8080はどのようなものか、お伺いいたしま

す。
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イヤルは、これまで運転適性相談の名称で、運

転者やその家族等からの相談に対応してきたも

のを、本年11月22日より全国的に名称を変更・

統一し、番号も＃8080（はればれ）に統一して

運用することとしたものであります。

警察では、本ダイヤルにより、加齢に伴う身

体機能の低下を踏まえた安全運転の継続に必要

な指導・助言や、自主返納制度及び自主返納者

に対する各種支援施策の教示、医療機関の案内

などの対応を行ってまいります。

どうか相談者の立場に立って○河野哲也議員

対応をお願いいたしたいと思います。

警察本部によると、ことし10月末現在、うそ

電話詐欺による被害認知件数は昨年から３件増

の20件、被害総額は2,696万円だそうです。とま

りませんが、県警の御努力に感謝いたします。

県警本部が11月19日に理・美容業生活衛生同

業組合と締結した、「犯罪の起きにくい社会づ

くりに関する協定」の目的と広報啓発の方法に

ついてお伺いいたします。

警察が両組合と○警察本部長（阿部文彦君）

締結いたしました協定の目的につきましては、

これらの組合に加盟する約1,500の理容室及び美

容室において、警察が提供する防犯情報などを

お客様にお伝えいただき、防犯意識の高揚や犯

罪の被害防止を図ることを目的としておりま

す。

その具体的な方法といたしましては、各店舗

におきまして、警察で作成したうそ電話詐欺防

止のリーフレットを配布してもらったり、防犯

メールの犯罪情報を話題にしてもらうなどの広

報啓発活動が想定されます。また、従業員の方

が事件・事故等を認知した際は、警察に積極的

に通報していただきますよう、お願いしている

ところであります。

締結時に本部長がお話しされ○河野哲也議員

ていましたが、各店舗が防犯情報の基地として

活用され、地域社会の安全・安心確保に努めら

れることを望みます。

最後の質問ですが、他団体との締結状況につ

いて、今後、同協定締結予定についてお伺いい

たします。

警察では、本○警察本部長（阿部文彦君）

年11月末現在で、33の団体・企業と同協定を締

結しているところであります。

今後も、県内の関係団体・企業に対しまし

て、必要な働きかけを行い、同協定の締結を含

め、犯罪の起きにくい社会づくりに資する活動

を推進してまいりたいと考えております。

予定した質問はここまででご○河野哲也議員

ざいます。ありがとうございました。（拍手）

以上で午前の質問を終わり○丸山裕次郎議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時45分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開○丸山裕次郎議長

きます。

次は、横田照夫議員。

〔登壇〕（拍手） 自由民主党○横田照夫議員

の横田照夫です。私もいよいよ前期高齢者の域

に入ってまいりました。見えを張らずに、眼鏡

をかけて質問をさせていただきます。

今回、一番最後の一般質問となりました。こ

れまでのほかの議員の質問と重なるところもあ

りますが、お許しをいただき、いましばらくの

おつき合いをお願いいたします。

まず、災害対応について伺います。

令和元年12月４日(水)
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先日の台風19号では、過去にないようなすさ

まじい被害が出ました。死者98名、行方不明３

名、負傷者484名、そのほか堤防や家屋の決壊、

交通網・通信網の寸断など、数え切れないくら

いの爪跡を残していきました。亡くなられた

方々の御冥福をお祈りいたしますとともに、被

害に遭われた皆様に心からお見舞いを申し上げ

ます。

ことしは、佐賀県での大雨による水害や台

風15号なども大きな被害をもたらしました。近

年は、台風や豪雨、地震災害も格段に大きく

なってきたように感じます。

私は、三財川の支流である追手川の水門と排

水ポンプを管理するメンバーに入っていますの

で、台風や豪雨のときにはポンプ場に詰めて排

水作業などをし、その合間を縫って町内の被害

状況を確認するために巡回しています。台風の

さなかに危険だとは思いますが、ポンプ場で川

の水位などの確認作業もしておりますので、同

じだと考え、巡回しています。どちらにして

も、家で寝ている気にはなりません。

平成17年14号台風のときもポンプ場で排水作

業をしていましたが、フル稼働でくんでいたに

もかかわらず、排水が間に合わず、住宅地も冠

水してしまいました。ポンプ場もつかり出し

て、危険だから避難するようにとの指示が出た

ので、ポンプは回しながら避難をしました。そ

のときは、川の水位が堤防高の50センチくらい

のところまで来ており、恐怖を感じました。川

の水位は街の高さよりもはるかに高く、もし決

壊したら、今回の台風19号のように街をのみ込

んで、街全体が冠水してしまったのではないで

しょうか。

今回の台風19号では、71河川の140カ所で堤防

決壊があったそうですが、同じような被害が私

たちの周りでいつ起きてもおかしくないと言え

るのではないかと思います。

先日、野﨑議員も触れられましたが、台風15

号襲来のとき、千葉県で災害対策本部が設置さ

れた当日に、森田千葉県知事が公用車で自宅に

帰っていて、被害が集中した県南部の自治体に

連絡員の県職員が行ってもいなかったり、知事

の職務である自衛隊への災害派遣要請も遅かっ

たとして、非常に軽率だったとの批判が出てい

ました。

森田知事のことをどうこう言うつもりはあり

ませんが、災害発生時に知事がどう動けばいい

のか、災害現場にどの時点で入ればいいのかな

ど、しっかりと決めておくことが大事だと考え

ます。

宮崎県として、知事の対応の仕方をどのよう

に考えておられるのかを、知事にお伺いいたし

ます。

以下の質問は、質問者席でさせていただきま

す。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

災害が発生した場合、県におきましては、あ

らかじめ定められた手順に従いまして、災害対

策本部等の設置など初動体制を確立するととも

に、関係機関との連携のもと、人命救助や被害

状況の把握に当たることとなります。

これを指揮し、統括する知事の立場にありま

しては、組織的対応が十分になされているか

チェックをするとともに、被害状況を可能な限

り迅速に把握し、迅速かつ的確な判断や指揮を

行うことが重要になってくると考えておりま

す。

そして、被災した現場の対応に支障を来さな

いよう、状況を見きわめながら、知事みずから
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被災状況を把握するとともに、被災者、また災

害対応に従事する方々を励ますために適切な時

期に被災地の視察を行う、これも地域のリー

ダーである知事の重要な役割であると認識をし

ております。

私が初めてこの宮崎に参りましたその年に、

台風14号災害が発生し、また、その後もたび重

なるさまざまな自然災害等に見舞われてきたと

ころであります。

今後とも、こうした経験、教訓等を生かしな

がら、常在危機、この意識を徹底し、あらゆる

災害から県民の生命・財産を守るため、私が先

頭に立って、災害対応に全力を尽くしてまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

知事が被災地に入るタイミン○横田照夫議員

グというのはなかなか難しいと思います。で

も、被災者にとって、知事が来てくださったと

いうことはすごく安心感につながると思います

ので、遅くならないタイミングを見計らって

入っていただきたいと思います。

台風15号は、９月９日未明に千葉県に上陸し

ました。夜が明けると被害状況が少しずつ判明

し、千葉県内の23市町村はその日のうちに災害

対策本部を立ち上げましたが、県の立ち上げ

は10日の午前９時だったそうです。そして、県

が現地への職員派遣を始めたのは発生４日目

の12日で、ヘリで上空から被害状況を確認した

のも12日だったそうです。孤立している集落が

あったにもかかわらず、情報がなかったために

自衛隊の派遣がおくれたところもあったと聞い

ています。

災害が発生した場合、市町村は県の防災シス

テムに被害情報を入力して情報の共有化を図る

ことになっていたそうですが、被災した自治体

は停電や断水、避難所設営などの対応に追わ

れ、県への連絡が後手に回ったことは仕方がな

いことだと思います。

宮崎県では、口蹄疫や鳥フルが発生したと

き、部局関係なく、多くの職員がその対応のた

めに現地に入りました。まさに迅速な対応だっ

たと思います。でも、それが危機管理ではない

でしょうか。台風・災害等で道路網や通信網が

遮断されたとき、自治体からの情報を待ってい

るのではなく、いち早く県の職員を派遣して情

報収集することが大事だと思いますし、すぐに

ヘリやドローンで確認することもできると思い

ます。

災害発生時の情報収集に対しての県の考え

を、危機管理統括監にお伺いします。

災害情報を○危機管理統括監（藪田 亨君）

迅速かつ的確に把握するためには、関係機関に

対し、積極的に情報をとりにいくことが重要で

あります。

このため県では、災害時において市町村に対

し情報連絡員を派遣する仕組みを設け、情報収

集に当たっているところでございます。

また、被害が広範囲に及んでいる場合や、山

間部など被害の状況が把握しにくい場合は、県

や県警本部などのヘリコプターが撮影した映像

により、リアルタイムで被害状況の確認をして

おります。

なお、局地的な災害現場の状況を確認するた

めには、お話にありましたドローンの活用も有

効であると考えられますので、関係部局とも連

携しながら、その活用方法等について研究して

まいりたいと考えております。

先日、日向市で、無料アプリ○横田照夫議員

で報告した災害情報を人工知能（ＡＩ）が収集

・整理する実証実験が行われました。消防団が

市内各地から送信した投稿から、ＡＩが住所や
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災害の内容などを抽出して、市の災害対策本部

会議に伝えるというものだったそうです。

日向市の防災推進課は、「従来の電話を使っ

た情報収集では時間がかかる。同時多発の情報

を収集しやすくなるのが利点と感じた」と言っ

ています。

先日、情報化推進対策特別委員会で訪れたＮ

ＴＴテクノクロス株式会社では、「Ｔｏｐｉｃ

Ｒｏｏｍ」とか「わくレポ！」というサービス

を提供しているそうです。「ＴｏｐｉｃＲｏｏ

ｍ」はＬＩＮＥを使った安全なビジネスチャッ

トで、１日以上かかっていた災害時の状況把握

が２時間半に短縮できるということです。ま

た、「わくレポ！」は、参集途中の職員や現地

調査員などがスマホやタブレットから各市町村

の対策本部に被害状況等を報告できて、瞬時に

市町村や県等の対策本部で情報共有できるそう

です。

このように、一刻を争う情報収集にＡＩを積

極的に利用することが有効だと考えますが、危

機管理統括監、いかがでしょうか。

災害発生時○危機管理統括監（藪田 亨君）

には、県や市町村、関係機関などが迅速に情報

を共有し、共通認識を持って災害対応に当たる

ことが極めて重要であると考えております。

このため本県では、防災庁舎の建設に合わせ

まして、気象情報やさまざまなシステムで提供

される情報を集約し、地図上などでわかりやす

く表示する新たな防災情報共有システムを導入

し、災害発生時の応急対策業務などの迅速化、

効率化を図ることとしております。

御質問にありましたＡＩの活用につきまして

も、近年、さまざまな新技術の開発が進んでお

り、迅速な情報収集を行う上で有効と考えられ

ますので、災害対応力の向上を図るため、技術

開発の動向を注視し、また先進事例等も参考と

しながら、研究をしてまいりたいと考えており

ます。

次の質問とも絡みますが、今○横田照夫議員

後、ＩＣＴ化はすごいスピードで進んでいくと

思いますし、ＡＩを活用した災害時の情報収集

システムも急速に発展していくものと思いま

す。災害は県民の生命にかかわることですの

で、積極的にそれらのシステムに更新していっ

てほしいと思います。

次に、県のＩＣＴ化について、総合政策部長

にお尋ねします。

情報化推進対策特別委員会で、千葉県幕張

メッセで開催された「ＣＥＡＴＥＣ 2019」とい

うデジタル技術の総合展示会を見てきました。

国内外から787の企業・団体が出展していたそう

です。主催者は、2030年のまちをイメージした

「Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0 ＴＯＷＮ」の企画展示を

目玉に据え、未来の社会を体験してほしいと、

来場を呼びかけていました。自動運転のバス、

人を運ぶドローン、ＡＩとあらゆるものをネッ

トワークでつなぐＩｏＴ技術を組み合わせた技

術など、わずか10年後にこういう社会になるん

だろうかと、その技術革新の速さに驚きまし

た。

また、５Ｇと呼ばれる第５世代移動通信シス

テムのサービスが来年春にも開始されるとのこ

とですが、このことによって、遠隔医療や遠隔

授業、機械の遠隔操作、自動運転などもできる

ようになり、過疎化や人手不足等に対しても、

いろいろな対応ができるということです。

本県は、Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0や５Ｇの活用と

して、どういうことに期待をしておられるの

か、お聞かせください。

人口減少社会○総合政策部長（渡邊浩司君）
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におけるさまざまな課題の解決を図るため、Ａ

ＩやＩｏＴ、ロボット技術などの先端技術を活

用することが重要であり、このような取り組み

が、まさにＳｏｃｉｅｔｙ 5.0の実現につな

がっていくものと考えております。

現在、県におきましては、担い手不足の解消

等に向けて、農業では、ドローンやロボットト

ラクターなどの活用を進めるとともに、建設現

場におきましては、ＩＣＴ建設機械等による施

工にも取り組んでおります。また、交通弱者対

策として、自動運転技術を活用した公共交通の

研究を行っているところであります。

また、新しい情報通信基盤であります５Ｇに

つきましては、遠隔医療への活用による医療格

差の解消等が期待されております。

今後とも、日々進化する先端技術について、

情報収集を行いながら積極的に活用し、本県の

課題解決につなげてまいりたいと考えておりま

す。

宮崎県は、行政の情報化に係○横田照夫議員

る基本的な方向と取り組み内容を示すものとし

て、「宮崎県電子行政推進指針」を平成24年３

月に策定しました。そして、その取り組みを継

続・強化するために、平成28年７月に前計画を

見直す形で、指針の改定版である「ｅみやざき

推進指針」を策定し、現在に至っています。

今、ＩＣＴはすごいスピードで進んできてい

ますが、県はそれに対してどのように対応しよ

うと考えておられるのかをお聞かせください。

県では、「ｅ○総合政策部長（渡邊浩司君）

みやざき推進指針」等に基づき、各種事務のデ

ジタル化を進めるとともに、さまざまなデータ

の利活用に取り組んできたところであります。

このような中、ＡＩやＩｏＴ、ロボット技術

など、いわゆるＩＣＴの技術革新が急速に進ん

できており、本県におきましても、民間を含め

た幅広い分野で、こうした新しい技術を活用す

ることが重要であると考えております。

このため、県内の情報化に関する現状やニー

ズを把握するとともに、技術の進化も踏まえな

がら、来年度以降、「ｅみやざき推進指針」の

見直しを行うこととしております。

県といたしましては、今後とも、先端技術等

を積極的に活用し、県民の利便性の向上や効率

的・効果的な取り組みを一層推進してまいりた

いと考えております。

東京都は、Ｓｏｃｉｅｔｙ○横田照夫議員

5.0の実現に取り組むために、ＡＩ等を活用で

きるＩＴ人材の確保が必要として、ＩＴ職種を

新設し、来年度から採用を始めることにしたそ

うです。東京都としては、行政系の職種の新設

は1973年以来ということですが、今後、10名程

度の採用をするそうです。

東京都の職員数は３万8,000人ぐらいいるそう

ですが、当然、その中にはＩＴに詳しい人もた

くさんいると思います。にもかかわらず、あえ

てＩＴ職種を新設して新たな人材を確保する必

要性を感じているのではないでしょうか。

宮崎県も、物すごいスピードで進んでいくＩ

ＣＴ化に乗りおくれないようにしっかりと対応

していくためにも、外部のＩＴ人材の活用を考

えるべきではないかと思いますが、いかがで

しょうか。

目覚ましい進○総合政策部長（渡邊浩司君）

歩を続けております情報通信技術を効果的に活

用するためには、専門的な知見を有する外部の

ＩＴ人材の活用が重要であると考えておりま

す。

このため、本県では平成17年度から、情報化

に精通した民間の人材を任期付職員として採用
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し、各種情報システムの調達の際に専門的なア

ドバイス等を行うとともに、今年度からは、ロ

ボット技術を活用した、いわゆるＲＰＡ等によ

る業務の効率化にも取り組んでいるところであ

ります。

また、一層の行政の情報化を図りますため、

有識者による懇話会を開催し、幅広い御意見を

いただいているところであります。

今後とも、外部のＩＴ人材を積極的に活用し

ながら、Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0の実現に向けた取

り組みを推進してまいりたいと考えておりま

す。

正直言って、ＩＣＴなどは、○横田照夫議員

私にはちんぷんかんぷんです。でも、一利用者

である私たち一般県民は、そのシステムなどに

はちんぷんかんぷんでもいいと思いますが、し

かし、それを推進する主体である県行政などは

そういうわけにはいきません。その道のプロを

積極的に活用し、乗りおくれないように、そし

て、それに詳しい一般県民でも利用しやすいシ

ステムづくりに努めていただきたいと思いま

す。

次に、農業政策についてお尋ねします。

私の知り合いの農業生産法人の若手社長から

聞いたんですけど、島根県から何回も電話が

あって、「島根県で農業をしませんか。農地も

あるのでセットで紹介します。補助事業もあり

ます」と誘われ、別にアンケートも送られてき

たそうです。沖縄県からも、「沖縄ではキュウ

リ栽培の技術が確立されていないので、技術指

導も含めて沖縄に来てくれないか」と誘われた

そうです。

別の知り合いは、もう既に大分県で大規模農

業を始めておられます。

宮崎県の優秀な農家に県外からの触手が伸び

てきているようで、危機感を感じます。

また、大消費地から遠い本県の宿命でもあり

ますが、生産規模の大きい農業生産法人ほど輸

送コストが経営を圧迫し、大消費地近くに移転

することを考えている人もいると聞いていま

す。農業経営者の本県離れが起きないように、

危機意識を持つ必要があるのではないでしょう

か。

そこで、県内の農業法人が県外に出ることな

く、地元にしっかりと根づき、安心して農業経

営を発展していけるよう、社員の人材育成や規

模拡大など、法人が抱えている高度な課題解決

に向け、きめ細かい支援を行っていく必要があ

ると思いますが、本県農業法人の現状と育成の

取り組みについて、農政水産部長にお伺いしま

す。

昨年の県の調○農政水産部長（坊薗正恒君）

査によりますと、県内の農業法人数は10年前と

比較し200法人がふえ、787法人となっておりま

す。このうち、売上高１億円以上の法人が全体

の約３分の２を占めるなど、地域農業の担い手

として大きな役割を担っていただいていると認

識いたしております。

このため県では、「みやざき次世代農業リー

ダー養成塾」を初め、経営能力向上や人材育成

に関するセミナー等を開催するとともに、中小

企業診断士といった専門家の派遣を行う農業経

営相談所を設置し、コスト削減など、法人が抱

えるさまざまな経営課題の解決にも取り組んで

いるところでございます。

今後も、地域農業を牽引する法人が地元で

しっかりと経営発展できるよう、引き続き関係

機関と連携し、支援を強化してまいりたいと考

えております。

昨年８月に岐阜県で、国内で○横田照夫議員
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は26年ぶりにＣＳＦ、いわゆる豚コレラの発生

が確認され、現在までに50例15万頭が殺処分さ

れるなど大きな被害となっております。また、

ＡＳＦ、いわゆるアフリカ豚コレラが中国、韓

国など東アジアで猛威を振るっており、いつ日

本に侵入してもおかしくない状況にあると言わ

れています。

このために、本県の養豚場においてＣＳＦや

ＡＳＦを発生させないために、国のアフリカ豚

コレラ侵入防止緊急支援事業に加え、県でも、

養豚場の周りに防護柵を設置する費用の一部を

助成することになりました。

県内全ての養豚農家に防護柵の設置をしてほ

しいと思いますが、また、それとあわせて、イ

ノシシの捕獲もする必要があるのではないで

しょうか。

そこで、農家から、豚舎の周りにわなをかけ

ることはできないかという相談がありました。

イノシシは口蹄疫ウイルスを持ち込む可能性も

ありますので、牛舎も含めた畜舎の周りにわな

の設置はできないものかと考えます。鳥獣保護

管理法の中で、猟のできる場所や時間などの制

限があると思いますが、畜舎の周りでのわなの

設置の可能性について、環境森林部長にお伺い

します。

イノシシを捕○環境森林部長（佐野詔藏君）

獲するための畜舎周りでのわなの設置につきま

しては、議員がおっしゃいましたように、鳥獣

保護管理法に定められております、狩猟または

有害鳥獣捕獲許可により可能となっておりま

す。

まず、狩猟につきましては、狩猟免許所持者

が狩猟者登録を行った上で、11月11日から３

月15日の狩猟期間に、鳥獣保護区や公道等の狩

猟禁止場所を除いて設置することができます。

また、有害鳥獣捕獲許可につきましては、イ

ノシシによって畜舎周辺の農林作物等に被害が

あった場合に、市町村から許可を受けた上で、

有害鳥獣捕獲班等により、許可１回につき180日

間を限度に設置することができます。

今の説明のように、わなの設○横田照夫議員

置が可能なのであれば、野生イノシシの生息数

を少しでも減らすことは、畜産農家にとって病

気の発生防止対策として有効だと考えますの

で、進めていただきたいと思います。でも、一

方では、わなへ誘う餌がかえって野生動物を呼

び寄せるといったこともあると聞きますので、

畜舎周辺でのわなの設置については、市町村や

猟友会等の意見も聞いていただきながら、適切

に進めていただければと思います。

次に、野生イノシシにおけるＣＳＦの感染状

況ですが、岐阜、愛知などの中部地域では、野

生イノシシにおける感染が拡大し、現在まで

に12県の1,400頭以上で確認されており、本病の

感染拡大の要因の一つと考えられています。

野生イノシシへの対策としては、経口ワクチ

ンの対策が進められていますが、即効性のある

対策とはなっておらず、ＣＳＦの防疫対策を長

期化させる要因となっています。

そこで、本県の野生イノシシにおけるＣＳＦ

の検査がどのように行われているかを、農政水

産部長にお伺いします。

野生イノシシ○農政水産部長（坊薗正恒君）

におけるＣＳＦの検査につきましては、その感

染の状況を調べるため、猟友会の協力によりま

して、捕獲したイノシシの血液を用いて、毎

年100頭から200頭の抗体検査を行っておりま

す。これまで全て陰性を確認いたしておりま

す。

また、この検査に加えまして、岐阜県で野生
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イノシシの感染が確認されました昨年９月以降

は、死亡イノシシの連絡があった場合には、病

原体の有無を確認する遺伝子検査を行っており

まして、現在までに20頭全てで陰性を確認した

ところでございます。

県としましては、捕獲イノシシの検査を通し

て、県内への侵入を監視するため、９月補正の

緊急対策事業で御承認いただきました、今年

度1,000頭の検査を計画しており、引き続き、緊

張感を持って取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

現時点では、本県の野生イノ○横田照夫議員

シシにおいては、ＣＳＦについて清浄性が確認

されていると聞いて安心をしました。しかし、

ウイルスはいつどこから侵入してくるかわかり

ませんので、引き続き、防疫対策には万全を期

すようにお願いいたします。

次に、教員採用についてお尋ねします。

全国的に教員不足が深刻化する中、宮崎県教

育委員会は、大学から推薦を得た新卒予定の小

学校教員採用試験受験者を対象に、特別選考試

験を実施し、合格者には１次試験を免除する方

針を固めたということです。九州では初めての

取り組みだそうです。

宮崎県の小学校教員採用試験の倍率は、2013

年度の11.6倍を境に減少し、来年度は1.7倍にま

で落ち込んだそうです。資質と情熱があり、多

様化する現場に対応できる教員の確保は重要で

す。

そんな中、臨時的任用講師は、クラス担任や

部活動を受け持つなど長年の現場キャリアを

持っているにもかかわらず、試験勉強をする時

間的余裕がなくて、１次試験に合格できずに長

いこと臨時的任用講師を続けている人も少なく

ないようです。

臨時的任用講師は、教育に対して情熱がある

からこそ、短期契約で身分保障も少ないにもか

かわらず教師を続けておられるのだと思いま

す。こういう人こそ１次試験を免除して、正規

採用の道を広げるべきではないかと考えます

が、教育長、いかがでしょうか。

臨時的任用講師につ○教育長（日隈俊郎君）

いてでありますが、本県教育を支える必要な人

材でありまして、講師経験を重ね、高い指導力

を有する方もおられます。

そのため、教員採用試験を受けられた場合、

１次試験におきましては、講師経験が２年以上

ある者について、筆記試験のうち、教育関係の

法令や施策など教職教養に関する内容を免除し

ております。

さらに、２次試験におきましても、模擬授業

などの指導力を問う試験を実施しております

が、臨時的任用講師にとりましては、日ごろの

指導経験が生かされる試験内容となっているも

のと考えております。

今後は、即戦力として期待される臨時的任用

講師の研修を一層充実させることで、正式採用

となった後に必要とされる実践的指導力の育成

についても取り組んでまいりたいと考えており

ます。

学校現場では、第２次ベビー○横田照夫議員

ブーム世代が入学した昭和50年代に大量採用さ

れた教員が退職の時期を迎えています。そのこ

ともあって、ここ数年、新規採用の若い教員が

ふえており、ベテランの大量退職で、経験や指

導法が十分伝えられなくなるのではないかとも

言われています。つまり、年齢構成が極めてア

ンバランスになってくるということです。それ

をカバーしてくれるのが臨時的任用講師ではな

いでしょうか。キャリア十分の臨時的任用講師
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が正式採用されることによって、年齢構成のア

ンバランスが矯正され、うまく回っていくよう

になるのではないかと考えます。臨時的任用講

師ができるだけたくさん正規採用されることを

期待します。

次に、河川パートナーシップ事業について、

県土整備部長にお尋ねします。

宮崎県では、河川空間の持つ豊かで美しい自

然環境を良好に維持していくための官民一体と

なったパートナーシップの形成を図るために、

平成17年から河川パートナーシップ事業を始め

ています。

この事業は、一定規模の河川の草刈りを行っ

た自治会等に対し報奨金を交付することで、地

域の人々による住民参加型の河川の維持管理を

行い、良好な河川環境の維持が図れるととも

に、不法投棄等の防止効果も期待できるもので

す。

私も、地元の追手川で参加をしています。身

近な川をきれいにしようと、草刈りだけにとど

まらず、彼岸花を植栽したりして、河川周辺の

美観の形成にも大いに貢献していると思いま

す。

そこで、県内で河川パートナーシップ事業に

参加している団体はどれぐらいあるのかをお尋

ねします。

河川パート○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

ナーシップ事業は、地域の皆様と県とのパート

ナーシップのもと、自分たちの住む町の川に愛

着を持って、よりよい河川環境を守っていくこ

とを目的として、県が管理する河川の草刈り作

業などを自治会等に実施していただき、草刈り

面積に応じて報奨金を交付する事業でありま

す。

事業を開始した平成17年度は72団体でありま

したが、年々参加していただく団体がふえ、平

成30年度には678団体の方々に参加していただい

ている状況にあります。

始まった当初は、刈った草は○横田照夫議員

業者が処理をするということになっていたと思

います。しかし、私の近くの団体で、「刈った

草を上まで上げるように」と言われて、そこま

ではできないと判断をして河川パートナーシッ

プ事業から離れたという団体があります。

現在、河川パートナーシップ事業で刈った草

の処理方法はどうなっているのでしょうか。

パートナー○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

シップ事業における刈草の処理につきまして

は、河川への流出や飛散の防止、また防火の面

から適正に実施することが必要であると考えて

おり、自治会等の方々には草刈りの申請時に、

刈り草を河川管理者に引き渡すか、あるいはみ

ずから堆肥化するかなどの処分方法を決めてい

ただくようにしております。

刈り草を河川管理者に引き渡す場合には、適

度な範囲で草を集めていただくようお願いして

いるところでございますが、議員御指摘のよう

に十分な説明ができておらず、誤解を招いた

ケースがあると伺っております。

今後は、自治会等の方々の誤解を招くことが

ないよう、丁寧な説明を行っていきたいと考え

ております。

実際の草刈り現場では高齢者○横田照夫議員

や女性も多く、草を刈るだけでも精いっぱいな

ので、刈った草を上まで上げるのには無理を感

じます。せっかく住民参加型で河川環境をよく

していこうと機運が盛り上がってきていたとこ

ろに、水を差すことになってはいけません。

河川パートナーシップ事業は、県の事業の中

でも非常に成功している事例だと思います。ぜ
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ひこれからも広がっていってほしいと考えます

が、今後の取り組みに対しての考え方をお聞き

かせください。

河川パート○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

ナーシップ事業は、限られた予算の中、官民協

働による美しい宮崎づくりの推進に寄与する効

率的・効果的な事業であると考えており、自治

会等の方々の御協力に感謝しているところであ

ります。

今後とも、参加していただく自治会等をふや

すことは重要でありますので、これまで行って

きました自治会への声かけや河川事業説明会で

の取り組みの紹介に加え、今後、県庁ホーム

ページや行政の広報紙に掲載し公募するなど、

河川パートナーシップ事業の拡大に努めてまい

りたいと考えております。

自分たちの周りのことは、で○横田照夫議員

きるだけ自分たちでやろうと考えていただくこ

とは、すごく大事なことだと思います。河川

パートナーシップ事業を成功事例として、ほか

の分野にも広がっていくことを期待したいと思

います。

次は、水素社会に向けての考え方をお尋ねし

ます。

先日、中部国際空港セントレアで燃料電池バ

スを見ました。運転手にも話を聞きましたが、

セントレアの敷地の中に水素ステーションもあ

るそうです。この水素ステーションは、知多半

島周辺での水素利用の促進を目的として建設さ

れたもので、燃料電池自動車や燃料電池バスを

初めとする空港島内の水素利用拡大に貢献して

いくということです。

このバスは、セントレア―イオンモール常滑

間を運行している無料シャトルバスで、平日12

往復、土日祝日27往復運行し、月間２万8,000人

が利用しているそうです。

福島県では、いわき市を中心に「いわきバッ

テリーバレー構想」という取り組みが行われて

いるそうです。いわき市に近い浪江町では世界

最大級の水素製造プラントが建設されており、

将来は、ここでつくった水素をいわき市の燃料

電池車に供給することで、再生可能エネルギー

の地産地消を目指すそうです。また、浪江町で

生産された水素は、来年開催される東京オリン

ピック・パラリンピックの選手村の電源や熱源

に使われる予定ということです。

このように、国内でも間違いなく水素社会の

実現に向けての動きが始まっています。私はこ

れまで、宮崎大学が太陽光で生み出すエネル

ギー量の24.4％を水素エネルギーに変えること

に成功し、世界最高の変換率を達成しており、

実用化サイズで常時高効率な太陽光水素製造装

置もできているそうで、その気になればいつで

も実用化できるということなどから、宮崎県を

水素製造や燃料電池製造の拠点にしていこうで

はないかと言ってきました。

ことしの６月議会でも、「みやざき水素ス

マートコミュニティ推進協議会」が昨年度発足

したということで、その役割と目指すところを

質問しましたが、その答弁は、「水素エネル

ギー活用に向けた本県の機運醸成を図っていき

たい」というものでした。

先ほど言いましたように、周りでは水素社会

の実現に向けて大きく動こうとしています。機

運醸成だけでは間に合わないのではないでしょ

うか。具体的に水素製造や燃料電池製造に取り

組んでいく考えはないのかを、総合政策部長に

お伺いします。

水素エネル○総合政策部長（渡邊浩司君）

ギーは、製造コストが高いことや、日常的に利
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用できる社会インフラが十分に整っていないこ

となど、具体的な利活用には解決すべき課題が

ございます。

一方、議員御指摘の宮崎大学が有する水素製

造技術を活用すれば、太陽光発電と連動したエ

ネルギーの地域循環につながる可能性もあるこ

とから、県としても、このような取り組みに対

し支援を行っているところであります。

県といたしましては、今後とも水素エネル

ギーに関する動向を注視しながら、「みやざき

水素スマートコミュニティ構想」の実現に向け

て、産学官で構成する協議会を中心に、情報共

有や普及啓発を図るとともに、先ほど述べまし

た宮崎大学の先駆的な研究の実用化に向けた取

り組みなど、水素需要の拡大と水素が身近に感

じられる環境づくりに取り組んでまいりたいと

考えております。

確かに、コストや社会インフ○横田照夫議員

ラ等の整備が整っていない現状で、すぐに取り

組んでいける状況にはないと思います。でも、

宮崎大学が頑張っていただいている中で、宮崎

県を何とか水素製造と燃料電池製造の拠点とし

て産業化できないものかと考えています。

先ほどのＳｏｃｉｅｔｙ 5.0のところでも言

いましたが、これからはすごいスピードで社会

の変革が起こっていくような気がします。水素

社会に向けても同じように進んでいくと思いま

すので、決して乗りおくれるようなことがない

ように取り組んでいっていただきたいと思いま

す。

最後に、「都道府県『幸福度』ランキング」

について、知事にお伺いします。

これまで、何人かの議員が触れられました

が、ことしの「都道府県『幸福度』ランキン

グ」で、宮崎県が全国１位になりました。この

ランキングは、ブランド総合研究所がことし初

めて行った住民視点で地域の課題を明らかにす

る「地域版ＳＤＧｓ調査」によるものです。

私は、初当選のときから「心豊かに暮らそう

よ」という言葉をキャッチフレーズにしてきて

いますので、今回の全国１位は本当にうれしく

思っています。

宮崎県はこれまで、本県には経済的な豊かさ

とお金にかえられない価値との両方が調和した

新しい「ゆたかさ」を実現できる大きな可能性

があるとして、「ゆたかさ」を見える化した

「ゆたかさ指標」を作成し、これを宮崎のよさ

や価値、自分の生活を見詰め直し、地域への愛

着と誇りを育む機会になればとしてきました。

今回のランキング結果の特徴は、20代、30代

などの若い人の数字が高かったことにあるよう

です。今、本県では、若者の県外流出が大きな

問題となっていますが、若い人たちが宮崎に魅

力や幸福感を感じてくれていることを、県外流

出に歯どめをかける方策に何らかの形で生かし

ていくべきではないかと考えますが、いかがで

しょうか。

先般公表された「都道○知事（河野俊嗣君）

府県『幸福度』ランキング」におきまして、本

県が全国１位となりましたこと、また、今御指

摘がありましたように、特に若年層で評価が高

かったということは、本当にうれしく、また誇

らしく感じたところであります。

現在、若者の県内定着の促進が大きな課題と

なっておりますことから、県では、人材の育成

や働く場の魅力向上に取り組むとともに、本県

の労働環境や住環境のよさをさまざまな形でＰ

Ｒしているところであります。今回の結果につ

きましても、本県で暮らし働く魅力をあらわす

データの一つとして積極的に活用していきたい

- 269 -



令和元年12月４日(水)

と考えております。

実際、私自身、先月、県内２つの大学で開催

された講座におきまして講義をする機会があっ

たわけでありますが、それぞれ参加した学生に

対し、新しい「ゆたかさ」をアピールするため

に県で作成しております「ゆたかさ指標」等と

ともに、このランキング結果を紹介し、改めて

本県の魅力をアピールするとともに、ぜひ本県

で就職して、将来を支える人材として頑張って

ほしいと訴えたところであります。

今後とも、就職や生活環境の充実はもとよ

り、本県の魅力の効果的な発信に努めることに

よりまして、若者を初め、多くの人々から、暮

らし、働きたい場所として選ばれるみやざきづ

くりに取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

知事が、このランキング結果○横田照夫議員

を、早速、大学生などに紹介していただいたと

聞いて、大変うれしく思います。

今回のランキング調査は、幸福度のほかに満

足度、定住意欲度、愛着度などいろんなランキ

ングがあるようです。幸福度以外のランキング

結果がよくわかりませんので、全体の様子はわ

かりませんが、でも、幸福度が第１位という結

果は大いに生かしていくべきだと思います。

別の調査で幸福度ナンバーワンの常連県と

なっている福井県は、今回の調査では第３位で

すが、ほかの項目では30位台に落ち込んでいる

そうです。インターネットの中での説明では、

「福井県は幸福度が高いという長年の刷り込み

によって、今回も「幸せ」と答えた人が多かっ

たのではないか」と分析しています。でも、こ

のことは非常に大事なことではないでしょう

か。例えば、学校の先生が、子供たちにいろん

な機会で「宮崎県は幸福度が日本一なんだよ」

と言って聞かせることで、子供たちがそういう

思いになってくれるのではないかと考えます。

ですから、教育長にも、今回の幸福度ランキン

グの結果を先生方に活用するように指導をして

いただければと思います。

多くの県民が宮崎県に住むことに幸福感を感

じてくれて、自分のふるさとに対して自信と誇

りを持ってくれる、そして心の豊かさを感じな

がら暮らしていける、そんな宮崎県になってい

くことを心から願いながら、令和元年11月定例

議会の一般質問の全てを終わらせていただきま

す。ありがとうございました。（拍手）

以上で一般質問は終わりま○丸山裕次郎議長

した。

次に、今回提案されました○丸山裕次郎議長

議案第１号から第31号までの各号議案を、一括

議題といたします。

質疑の通告はありません。

議案第29号から第31号まで採決◎

まず、収用委員会委員及び○丸山裕次郎議長

収用委員会予備委員の任命の同意についての議

案第29号から第31号までの各号議案について、

お諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、委員会の付託を省略して直ちに

審議することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、そ○丸山裕次郎議長

のように決定いたしました。

討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議案第29号から第31号までの各議案につい

て、一括お諮りいたします。
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ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。○丸山裕次郎議長

よって、各号議案は同意することに決定いたし

ました。

議案第１号から第28号まで委員会付託◎

次に、議案第１号から第28○丸山裕次郎議長

号までの各号議案は、お手元に配付の付託表の

とおり、それぞれ関係の委員会に付託いたしま

す。

あすからの日程をお知らせいたします。

あす５日から10日までは、常任委員会、特別

委員会等のため、本会議を休会いたします。

次の本会議は、11日午前10時から、常任委員

長の審査結果報告から採決までであります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時48分散会

令和元年12月４日(水)
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